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2020 年に第 5 世代移動通信システムである 5G のサービスが開始され，2030 年にサービス開始予定であ
る 6G に関して重要となる未来の技術について，本小特集で取り上げています．ある調査では，全世界のデー
タ通信の需要は年平均22 %超の成長率を見込んでおり，2030年の全世界のデータ通信量は1か月で約2,400
～3,000 EByte（エクサ＝ 10 の 18 乗）という聞いたことがない単位の数値に達すると予想され，発展はと
どまることがないとも予想されています．編集作業が真っただ中であった 2024 年 4 月 23 日には，国際的
な標準化団体 3GPP（3rd Generation Partnership Project）から 6G の正式なロゴも発表され，着々と実用
化に向けて進められている状況です．更に，身近では，高画質の動画像閲覧が当たり前になり，SNS の発展
により誰もが情報発信者となり，公共手続きの電子申請や電子決裁を誰しもが使用し，データ通信は生活の
一部となっており，それを支える技術及び開発がより重要となってきています．

6G において，通信にテラヘルツ帯と呼ばれる光の周波数に近い新たな領域の周波数が使用され，本小特
集ではそのテラヘルツ帯の電波について主に技術的な側面から解説した 7 件の記事を取り上げています．テ
ラヘルツ帯の電波を利用した通信の最新動向から NRNT（New Radio Network Topology），本小特集では
無線通信技術・アンテナ開発や計測技術やメタサーフェス・RIS（Reconfigurable Intelligent Surface）な
どの多岐にわたる内容の記事を用意致しました．小特集記事では解説論文が多くあり，少し専門家向けの内
容になっておりますが，2030 年とまだ先のサービスに対して，着々と実現に向けて研究が行われているこ
とを知って頂ければ幸いです．

最後に，小特集の発行に当たり，御執筆頂いた皆様，編集委員の皆様，査読・校閲で御協力頂いた皆様に
心から感謝致します．

小特集の発行にあたって
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 1	 はじめに
現在，第 5 世代移動通信システム（5G）に利用

が広がりつつあるが，既にその次の世代の第 6 世
代移動通信システム（6G）に向けた研究開発が活
発化している．5G では周波数 6 GHz 以下のマイ
クロ波帯（Sub6）が主力の帯域として重要な役割
を担っている．これに加えて，大容量伝送を実現す
るために新しい電波帯域としてミリ波帯（26 
GHz/28 GHz）が割り当てられており，その利用
の拡大が期待されている．図 1 に Sub6 とミリ波帯
の周波数割当のイメージを示した（1），（2）．ここでは
ミリ波帯との帯域幅の比較をするために Sub6 は
3.6～4.6 GHz に注目した．広い範囲をカバーする
ために Sub6 を使った基地局の展開が進んでいる．
Sub6 では 100 MHz ごとに割り当てられているの
に対して，ミリ波では 400 MHz ごととなっている．
ミリ波では一つの基地局でカバーできる範囲が限ら
れているために，現時点では普及は限定的である
が，図 1 に示すように圧倒的に広い帯域幅を有し
ている．後述するように伝搬可能距離が Sub6 と比
較すると短いという課題があるが，限られた電波資
源を有効に使うという観点では，ユーザの近くで局
所的に電波を活用する技術は非常に重要であると考
えている．

6G ではミリ波よりも更に周波数が高いテラヘル
ツ波を使った通信への期待が高まっている．テラヘ

ルツ波は，周波数が 0.1 THz から 10 THz の範囲
にある電磁波を指し，波長は 3 mm 以下である．
この中で比較的周波数が低い帯域では増幅器などの
電子デバイスが開発されつつあり，高速無線伝送の
報告が数多くなされている．主に，周波数が 0.1 
THz から 0.3 THz 程度の範囲内のテラヘルツ波が
注目を集めている．この帯域はサブテラヘルツ帯と
呼ばれることもある（1），（2）．

2019 年に開催された世界無線通信会議（WRC）
で，サブテラヘルツ帯に相当する 275 GHz から
450 GHz において，幾つかの帯域が通信用途とし
て周波数特定がなされた（3）．これらの帯域を合わ
せると合計で 137 GHz に達する．これは既存無線
通信システムで用いられている帯域幅の総計をはる
かに上回るもので，この広帯域性を生かした高速通
信の実現への期待が高まっている．本稿では 6G で
の利用が期待されるテラヘルツ通信の研究動向を紹
介し，技術面，制度面での課題について議論した
い．

 2	 電波技術の普及
テレビやラジオの放送が始まって以来，一般向け

の電波技術の普及が進んできた歴史がある．放送で
は送信側と受信側で，無線設備の規模や情報発信の
方向性の両面で大きな非対称性があった．しかし，
今日では個々の人々が電波を介して情報を送受信す
ることが日常となり，動画像共有プラットホームな
どにより，誰もが情報発信できるようになってい
る．
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身の回りの電子機器で無線機能を持たないもの
が少なくなりつつある状況である（図 2）．このよ
うに，エンドユーザが利用する無線送信機の数が爆
発的に増えている．特に 2.4 GHz 帯を使った機器
は 身 の 回 り に あ ふ れ て い る． 無 線 LAN や
Bluetooth などの通信機器のみならず，電子レンジ
などの電波を応用した高周波利用設備での利用も許
されている帯域である．個別に免許を受けることな
く，気軽に使うことができる一方で干渉が問題とな
る．

このように，様々な無線機器が普及することで，
限りある電波資源のひっ迫につながっている．日本
国内における免許を必要とする無線局数は，情報通
信白書によると 2 億 8,859 万局とされている（4）．
他方，上述の 2.4 GHz 帯など，免許不要で利用が
許されている無線機器も多数ある．これらの無線機
の数の把握は難しいが，その中で Wi-Fi 機器の稼
動台数は全世界で 180 億台と推計されている（5）．
日本での普及率が世界平均程度であると仮定する
と，日本の人口と世界総人口の比から我が国におけ
る Wi-Fi 機器の稼動台数は 2 億 8,000 万台と推計
できる．この推計数は，上記の免許を必要とする無
線局数とほぼ一致する．日本国内の Wi-Fi 機器普

及率は全世界平均を上回っている可能性がある．ま
た，この推計には Bluetooth などは含まれていな
いので，2.4 GHz 帯で稼動している無線機だけで，
国内で稼動している無線機の半数近く，若しくはそ
れ以上を占めている可能性がある．これは身近な電
子機器による電波利用が非常に活発で，電波資源の
ひっ迫が著しいということを示している．

2.4 GHz 帯における利用の集中は，電波利用の
ための手続きが簡単であるということが第 1 の理
由であると言える．限られた電波資源を有効に使う
ためには，電波を利用するためのルール作りが極め
て重要であることを示している．

 3	 周波数資源ひっ迫への対策
限られた公共財である電波資源のひっ迫を緩和

するための対策として以下の三つを挙げる．
①　周波数利用効率の向上
②　無線伝送距離の縮小
③　新しい周波数帯域の開拓
周波数利用効率の向上は，変調方式の改善やビー

ム方向の制御などによってなされる．前者は送信機
で生成される信号波形に関するものであり，電磁波
の時間軸方向での制御に相当する．他方，後者は空
間軸方向の制御に相当すると言える．光速に比べて
十分遅い速度で移動する受信機に対しては，空間的
位置関係に係る制御は，変調信号の時間変動のス
ケールからは準静的に見ることができ，独立的に扱
うことが可能である．時間と周波数の双対性から，
時間軸での高精度制御が周波数軸での利用効率向上
につながる．空間軸制御の高精度化は同一周波数帯
の複数ユーザや複数チャネルでの共有を可能とし，
こちらも周波数利用効率の向上につながる．周波数
帯域の利用状況に応じて，異なる無線システム間で

図1　 5Gで使われている周波数帯域図

図２　身の回りの無線機器
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帯域を共有する技術も注目を集めている．
船舶・航空向けの通信や衛星通信などは本質的に

無線通信が必要な分野であるが，図 2 に示したよ
うな身の回りの無線機器では，有線通信で置き換え
ることが可能となる場合が多い．利便性向上のため
の無線化が主目的である．その場合，無線で接続す
る部分の物理的距離を縮小し，有線通信と組み合わ
せて，無線区間で必要となる放射電力を低減すると
いう方法を取ることができる．移動体通信において
も，一つの基地局がカバーする範囲を小さくし，無
線で情報を伝える区間をなるべく短縮するという手
法が取られる．

もう一つの方向性は，新たな周波数帯域の開拓で
ある．限られた周波数帯域を鉱物資源になぞらえ
て，電波資源若しくは周波数資源と呼ばれることが
ある．技術開発によりこれまで利用不可能であった
周波数帯域を可能としていくことを，電波資源拡
大，周波数資源開拓などと呼ぶ．新たな周波数帯が
発見されるというわけではないが，利用可能な帯域
が広がるという意味で開拓と呼ばれる．鉱物資源や
化石燃料の可採埋蔵量が技術開発によって拡大する
こととアナロジーが成り立つ．

無線装置ではトランジスタに代表される電子デ
バイスで高周波信号の発生・増幅が実現されてい
る．これらの電子デバイスの動作速度が，利用可能
な周波数帯域の範囲を制限する最も大きな要因であ
る．電波伝搬特性も通信容量を見積もる上では重要
な要素であるが，簡単化した議論では，トランジス
タの動作可能最大周波数が，有効な電波資源の周波
数上限に与えると言える．電波技術開発の歴史をた
どると，送受信デバイスの高周波化への挑戦が常に
主題であった．れい明期から現在に至るまで，電子
デバイスの高速化とそれを用いた新しい周波数帯域
の開拓が繰り返されている．現時点での周波数資源
開拓の最前線がテラヘルツ通信の研究開発である．

	4	 新しい周波数帯域の開拓
5G 以前のシステムでは，周波数が数 GHz 程度

のマイクロ波が無線通信を支えてきた．３．で述べ
たとおり，より広い周波数帯域を確保するために，
より高い周波数帯の開拓を繰り返してきた．その一
端を，電波帯域の名称にかい間見ることができる．

地上波アナログテレビ放送で主に用いられてい
た 周 波 数 帯 域 は 超 短 波， 英 語 で は VHF（Very 
High Frequency）と呼ばれている．地上波デジタ
ルテレビ放送で用いられている帯域の名称は極超短

波，若しくは UHF（Ultra High Frequency）であ
る．これらの帯域の波長は，現在の技術水準から見
ると，特に短いわけではない．電子デバイスの動作
可能周波数の観点において，問題なく発生・増幅が
可能な帯域であり，周波数も高いとは言えない．

ミリ波の周波数は 30 GHz 以上，波長が 1 cm 以
下であり，その呼称は mm オーダであることに由
来している．これに従うと，マイクロ波の波長が
µm オーダということになるが，実際にはマイクロ
波の波長は 1 cm 以上で，ミリ波よりも波長が大き
いということになる．マイクロ波は上述の UHF 帯
を含む周波数 30 GHz 以下の帯域を指す．これは，
マイクロ波帯が新たな電波帯域として注目を集めた
際に，非常に小さなサイズの電波ということを強調
するために「マイクロ」という言葉が使われたため
に起きた命名規則の不統一と言える．

これらの経緯は，新しい電波帯域の呼称を新しい
無線サービスを訴求するためのアイコンとして利用
していたという側面を示している．例えば，5G で
使われているミリ波帯は周波数 30 GHz を下回っ
ており，本来はマイクロ波帯に属する．ミリ波帯と
比べて僅かに周波数が下回る帯域を，以前は，準ミ
リ波帯，高マイクロ波帯と呼んでいたが，5G の
サービス開始以来，単にミリ波と呼ばれるように
なった．これもユーザへの訴求が目的であるという
側面が否定できないであろう．周波数帯域以外の技
術的要素もユーザへの訴求に用いられている．例え
ば，ラジオでは変調方式による差別化が行われ，
FM ラジオ，AM ラジオという呼び方が一般的であ
る．これに対して，テレビ放送ではディジタル技術
の利用を前面に押し出した訴求となっている．

テラヘルツ波は，周波数若しくは波長の視点で見
て，光と電波の境界に位置し，従来の帯域命名方法
とは異なる独特な名称を持つ．通常，波の周波数や
波長に基づいて名前が付けられるが，テラヘルツ波
は「ヘルツ」（周波数の単位）と 10 の 12 乗を示す
接頭辞「テラ」の組合せである．例えば，FM ラジ
オ放送で使用される電波は数十 MHz であるが，「メ
ガヘルツ」という用語は用いられない．この名称の
由来は，テラヘルツ波の持つこれまでにない特徴を
反映していると考えられる．

テラヘルツ帯の開拓は，これまでの高周波帯の探
求を継続する方向性の一環でありながら，効果的な
利用にはテラヘルツ波の物理的特性を十分理解し，
新たなネットワーク構築の概念に基づく必要があ
る．テラヘルツ波は広帯域であり，通信だけでな
く，レーダなどのセンシングにも活用が期待される
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が，伝搬距離が短いため，有線ネットワークとの
シームレスな連携が不可欠である．

 5	 テラヘルツ波の特徴
テラヘルツ帯は図 3 に示すように周波数がおお

むね 0.1 THz から 10 THz の範囲を指す．３．で
述べたとおり，利用可能周波数の上限は，電子デバ
イスの動作速度限界に支配されている．周波数が高
くなるにつれ，電子デバイスの増幅効率の低下や導
体損の増大により発生可能な電力が急激に減少す
る．その上限は 1 THz 程度で，この周波数範囲の
研究が活発化している．最近では，この周波数帯

（0.1～1 THz）をサブテラヘルツ帯と呼ぶことがあ
る．

テラヘルツ波は波動性，直進性や，フォトンエネ
ルギーの観点から，光と電波の性質を併せ持ってい
ると言える．周波数 3 THz 以下の電磁波が電波で
ある，と電波法においては定義されている．つま
り，テラヘルツ帯（周波数 0.1～10 THz）が物理
的性質のみならず，法的にも電波と光の境界となっ
ていることを意味している（6），（7）．以下では，テラ
ヘルツ波の特徴，技術課題，光ファイバ通信との融
合の必要性を説明する．

テラヘルツ帯は従来の電波の分類によるミリ波
帯とサブミリ波帯，光としては遠赤外線を含む．テ
ラヘルツ波よりも周波数が低い範囲では，電波の発
生に電子回路で構成された発振器が用いられる．こ
れは，導体内に存在する自由電子の集団的な運動を

電波に変換するという原理に基づいている．他方，
より高い周波数帯では，量子化された電子のエネル
ギー準位間の遷移による光子の発生が用いられてい
る．発光ダイオードやレーザはこの原理により動作
している．前者では電子回路の動作可能周波に上限
を与えている．後者では，一つ一つの電子の遷移が
光子を発生させるが，準位間のエネルギー差が光
子，つまり，電磁波の周波数に比例する．周波数が
低くなると，光子当りのエネルギーが小さくなり，
発生効率が大きく低下する．このことから，量子効
果による光子発生ではその周波数に下限がある．図
3 に示すようにテラヘルツ帯では発振器の周波数上
限と，光子発生の周波数下限の間に位置しており，
その発生が困難とされてきた．

電磁波は電界と磁界の波動，いわゆる光波として
の性質と光子としての粒子性を併せ持つが，テラヘ
ルツ波は波と量子の性質がきっ抗する領域にあると
も言える．テラヘルツ波を電気的な波動として発生
させるためには，時間軸での高速性の追求が必要と
なる．例えば 1 THz の信号を発生するには 500 fs
以下の立上り，立下り時間を持つ電子デバイスが必
要となる．1 THz のテラヘルツ波を光量子として
見た場合，300 THz の可視光と比較すると，同じ
エネルギーを得るためには 300 倍の個数の電子の
遷移が必要となる．現時点ではテラヘルツ帯はどち
らの技術を使っても発生効率が低いという課題があ
るが，デバイス開発によりこのギャップが狭まりつ
つある．将来的には光波と光子の両方の性質を利用
できるようになる可能性もある．

図３　テラヘルツ帯の周波数・波長範囲（6），（7）
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表 1 にテラヘルツ波の電波としての特徴を列記
した．大気中では減衰が大きい．特に水蒸気による
吸収が顕著である．波長が短く直進性が高い．回折
の影響が弱く，障害物があると，その影に当たる部
分では信号を受けることが非常に難しい．光の直進
性の高さを反映した性質であると言える．既存の周
波数帯，例えば UHF 帯では回折や透過により，見
通し外通信が可能となっているが，ミリ波帯，テラ
ヘルツ帯では見通し内通信が基本で，広い範囲をカ
バーするのが困難であるという課題を抱えている．
他方，必要な範囲のみに放射を集中することが可能
で，電波資源有効利用の観点ではメリットと考える
ことも可能である．

大気中の電波伝搬においては，大気による吸収に
加えて，降水時の損失の増大を考慮に入れる必要が
ある．雨や雪による吸収，散乱の影響がある．降雨
時の吸収と散乱の影響を合わせたものを降雨減衰と
呼ぶ．雨滴による散乱は気象レーダに活用されてい
る．マイクロ波帯などの従来から広く使われている
帯域では，周波数が高いほど降雨減衰が大きいこと
が知られている（8）．例えば，12 GHz を使う衛星
テレビ放送では降雨減衰が大きくなることが予測さ
れるときに，変調方式を切り換えて，受信ができな
い状態を避ける降雨対応放送の機能を備えている．
テラヘルツ帯においても降雨・降雪減衰の影響は大
きいが，周波数 100 GHz 以上のテラヘルツ帯にお
いては周波数増加に応じて，降雨減衰が若干低下す
るという性質がある．そのため，テラヘルツ帯での
降雨減衰は，マイクロ波帯，ミリ波帯との比較から
類推されるほど大きなものではない．

悪天候時には強風を伴うこともある．ミリ波帯，
テラヘルツ帯では指向性の高いアンテナを使うこと
が多い．強風時においても安定通信を確保するため
には，風によりアンテナが振動する影響を考慮する
必要がある（9）．短距離通信であれば，必要な可用
性と伝送容量のバランスを取りつつ，風雨の影響を
考慮に入れたシステム設計が可能である（10），（11）．

上述のとおり，最も周波数の高い電波帯域である
テラヘルツ帯においては増幅素子がまだ開発途上で
あり，大出力信号発生は困難である．更に，テラヘ
ルツ帯では電波が大気中を伝搬する際の減衰が大き
いという課題がある．これらの二つの課題を図 3
に「電磁波発生技術のギャップ」，「伝搬のギャッ
プ」と示した．これに加えて，ʻ もの ʼ づくりの視
点で加工技術のギャップがあると考えている．アン
テナやフィルタなどの電子部品はその原理から対象
となる電波の波長と同程度のスケールを持つ．

マイクロ波などの電波帯域では，通常の機械加工
技術でそのスケールの構造を精度良く作製すること
が可能である．例えば 3 GHz では波長が 10 cm で
あるので，機械加工公差 1 mm で波長の百分の一
以下の誤差に抑えることが可能となる．波長 10 cm
の長さ寸法に対して JIS 規格粗級公差においても基
準公差は 0.8 mm であり，十分な精度である（12）．
他方，光波は波長が 1 µm 程度であるので，半導体
加工技術に適したスケールとなる．最新のプロセス
ルールは 10 nm 以下となっており，波長の百分の
一程度が確保されている．しかしながらサイズの大
きな構造を効率的に作製するには適していない．テ
ラヘルツ帯ではその波長が 1 mm～10 µm 程度で，
機械加工にとっては小さ過ぎ，半導体加工にとって
は大き過ぎるため，量産化に向けた一つの課題とな
る可能性がある．

テラヘルツ帯では滑らかに見える表面において
も散乱が発生する（13），（14）．機械加工された木材の
平滑面の表面粗さは 80 µm 程度である（15）．これ
はサブテラヘルツ帯では波長の十分の一程度に相当
し，散乱の影響が目立ち始める条件が満たされてい
る．波長が 1 cm 以上あると，我々の手で触った感
覚で凹凸がない場合には，電波伝搬の視点において
も平たん面であると考えることができる．他方，光
に対しては波長に比べて大きな表面粗さがある面と
して振る舞うために，磨き上げられた金属面以外で
は乱反射（散乱）が支配的となる．例えば四方を壁
で囲まれた室内で，光波は散乱が支配的であるのに

表１　テラヘルツ波の電波としての特徴（6）

図４　滑らかな机の表面による電波散乱
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対して，電波に対しては反射が支配的で，その解析
には反射波を追跡するレイトレーシングが広く用い
られている．コンピュータグラフィックスにおいて
光線の追跡としてレイトレーシングが用いられる
が，散乱波の表現は難易度が高い．

身の回りのものの表面粗さを考えると，従来の電
波帯では鏡に囲まれたような状態であったと言え
る．これに対して，光波帯では光源を直視すること
を避ければ，柔らかい間接照明光を得ることは難し
くない．散乱が大きくなると，それに応じて鏡面反
射成分が小さくなる．木材表面や壁面を想定した粗
面に対して，100 GHz 帯ではその影響が 0.01 %
程度であったのに対して，300 GHz 帯では 8 % 程
度に急増するという解析の例がある（16）．身近なも
のの表面粗さと波長の関係性から，テラヘルツ波は
伝搬，散乱の視点においても，光と電波の中間的な
性質を持っていると言える．

 6	 テラヘルツ通信研究動向
テラヘルツ帯の持つ非常に広い帯域幅を活用し

た新しい無線通信技術に関する研究が国内外で活発
化している（6），（7）．５．で述べたとおり，大気減衰
などの影響から，テラヘルツ通信のみでネットワー
ク全体を構成することは困難であるが，6G の目標
である地球のどこでも安定した接続を提供するため

の重要な要素となることが期待される．図 5 に研
究が進められているテラヘルツ通信システムの例

（図中の破線）を示した．
デバイス性能限界に起因する送信電力の制限や

大気減衰などによる受信電力の小ささから，通信距
離が短い応用が多い．例えば，データを受け取るた
めのキオスク端末では，端末とユーザの距離は非常
に短い．エッジサーバとキオスク端末間の通信も図
中に例示しているが，この場合には固定した 2 点
間の通信になる．前者では，ユーザが移動する可能
性があり，その場合には，指向性の低いアンテナを
使う，電波の放射方向を制御するなどの工夫が必要
となる．後者は所定の位置の間をつなぐ固定無線で
あり，指向性の高いアンテナを用いて受信電力を大
きくすることが可能である．

データセンター向け短距離通信についても研究
が進められている．データセンター内ではラック間
のデータ伝送などに光ファイバが広く用いられてい
るが，バックアップ回線としてのテラヘルツ通信の
有効性が検討されている（17）．光ファイバの方が伝
送速度を高くすることは容易であるが，伝搬遅延に
関しては，テラヘルツ通信の方が有利である．直線
的に大気中を伝搬するテラヘルツに比べて，ファイ
バ材料の屈折率とファイバの敷設状況に依存し，光
波伝搬に要する遅延が大きくなる．光ファイバ通信
と無線通信における伝搬遅延の比較とシステムに与

図５　様々な分野で利用が期待されるテラヘルツ通信
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える影響についての検討がなされている（7）．
6G では多数の基地局間を接続するネットワーク

（モバイルフロントホール・バックホール）を効率
的に構築するかが課題である．日本を含む東アジア
では光ファイバ通信がモバイルバックホール・フロ
ントホールを構成する伝送媒体として大きな役割を
担ってきた．次世代移動通信システムにおいてはそ
の役割の一部を短距離固定無線通信が担うという予
測がある（7），（18）．6G では一つの基地局アンテナが
カバーする範囲が数百 m 以下と小さいため，その
間隔も同程度となることが想定される．モバイル
バックホール・フロントホールは基地局アンテナが
設置されている箇所間を接続するので，固定無線通
信で必要となる伝送距離も数百 m 以下でよいとい
うことになる．図 5 に示すように光ファイバケー
ブル敷設が困難な部分に固定無線を用いて，効率的
にネットワークを構成するという考え方である．

上述のとおり，様々なテラヘルツ通信システムに
関する研究が進められている．その動向を把握する
ための一つの指標として，電波資源拡大への総合的
な貢献度を搬送波周波数・周波数利用効率積（CFSE: 
Carrier frequency spectral efficiency product）
として定義している例がある（6），（7）．CFSE は論文
などで発表された無線伝送システムの搬送波周波数
と周波数利用効率を掛け合わせたものである．論文
によっては周波数利用効率が開示されていないこと
があるが，その場合には変調方式や信号スペクトル
などから推定している．搬送波周波数の高さは新し
い周波数帯域の開拓への貢献の程度を表し，周波数
と利用効率の積が新規電波資源の開拓と与えられた
周波数資源の有効利用の両方への総合的な貢献度合
いに相当するとの考えに基づいている．

図 6 と図 7 がそれぞれ 2018 年と 2023 年時点で
の調査結果である．調査対象はテラヘルツ帯（0.1 
THz 以上）における無線伝送技術（論文などでの
発表）とした．図中の各点が研究成果を示してい
る．2018 年時点，2023 年時点ともに 300 GHz 付
近にピークが存在する．（250 GHz から 350 GHz
にかけてハッチを掛けている．）この貢献度は周波
数利用効率が一定であるとすると，搬送波周波数に
比例する．2018 年時点の結果では，300 GHz 以
下の範囲でその傾向が見られる．300 GHz を超え
ると貢献度が大幅に低下しており，搬送波周波数向
上には周波数利用効率の大きな低下が伴うことを示
している．このことから，300 GHz 以上の帯域で
は更なるデバイス開発が必要で，伝送速度向上に向
けた伝送システム研究の最前線は 300 GHz 近辺で
あると言える．2023 年時点の調査結果では，300 
GHz 付近の貢献度が際立って高くなっている．こ
れは，多値度が非常に高い変調方式による伝送実験
の報告がなされたためである（19）．300 GHz 帯にお
いて電子デバイスや測定技術の開発が進み，研究が
更に活発化したことを反映している．

	7	 �テラヘルツ波の特徴を生かした	固定無線

テラヘルツ波は移動通信への応用も期待される
が，更なる送信電力の向上やビームをスキャンする
ためのアレーアンテナが必要となる．それに対し
て，固定無線通信では高い利得のアンテナを使うこ
とができるので，より実用に近い段階に位置してい
ると言える．アンテナの大きさ（アンテナ実効面
積）を一定とすると，アンテナ利得は周波数の二乗
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図６　テラヘルツ帯における無線伝送技術の搬送波周波数・
周波数利用効率積（2018年時点）
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図７　テラヘルツ帯における無線伝送技術の搬送波周波数・
周波数利用効率積（2023年時点）
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に比例する．テラヘルツ帯では小形のアンテナにお
いても波長に対しては十分な大きさを取ることが可
能となり高利得化は容易である．直径 10 cm の円
形開口アンテナを例として考えると，300 GHz で
はその直径は波長の 100 倍程度となる．

日欧共同研究による事例を紹介する（20）．テラヘ
ルツ帯での伝送実験の大半は測定器による信号発
生・分析によるものであった．この研究では，実際
のネットワークに接続可能なテラヘルツ無線機の開
発に成功している．アンテナ利得向上により，通信
距離の拡大が可能であるが，風雨や降雪の影響を評
価する必要がある．また，アンテナ方向の調整の困
難さも課題である．我々の研究グループでは，屋外
で連続運転可能な自動方向調整機能付きの 300 
GHz 送受信機を開発し，気象条件と通信品質の相
関に関するデータ取得などの連続試験を開始してい
る（図 8）．信号形式はテラヘルツ帯で唯一の通信
規格である IEEE802.15.3d に準拠している．アン
テナ方向調整の自動化にも成功しており，設置コス
トの低減や動的な無線局配置への応用が期待され
る．

 8	 上空との通信への応用
テラヘルツ帯では大気減衰により通信の長距離

化が困難であるが，上空では地上と比較するとその
影響が小さい．テラヘルツ波としては最も周波数が
低い帯域ではあるが，100 GHz 帯を利用した地上・

上空間の高速伝送技術の開発が進められている（21）．
大形のアンテナを備える地上局と上空の無人プラッ
トホーム HAPS（High Altitude Platform Station）
との間で高速無線伝送を実現することが目的であ
る．窒化ガリウム（GaN）を用いた高出力増幅器
実現の見通しがあり，追尾機能をもった高利得アン
テナとの組合せで 10 km 以上の長距離通信が可能
となる．

 9	 実用化に向けた課題
テラヘルツ通信の実用化のためには，増幅器，ア

ンテナなどの要素技術の更なる開発が必要であるこ
とは言うまでもないが，電波利用のルール作りも重
要である．テラヘルツ波が持つ従来の電波と大きく
異なる性質を考慮に入れた議論も必要であろう（22）．
例えば，テラヘルツ帯での電波干渉は放射電力の小
ささや伝搬減衰の大きさから，その観測自体が容易
ではない．このような現状を踏まえて，海外では研
究開発促進のために弾力的な運用を行っている例も
ある（23）．テラヘルツ帯においては，研究を優先さ
せる必要がある段階であり，状況に応じたルールを
検討することは競争力確保の上で重要である．

テラヘルツ帯の持つばく大な帯域幅を活用した
新しい無線システムへの期待が広がるが，新機能・
性能拡大が必須ではない．高い周波数帯の開拓の最
大の目的は電波資源ひっ迫の緩和である．

無線通信システムは送受信機製造のための資源
や動作時の電力を必要とする．これに加えて，公共
財である電波資源の割当が必要である．マイクロ波
帯はその伝搬特性から，今後も重要性が低下するこ
とはない．6G において第 3 の周波数帯（FR3）と
して周波数 24 GHz 以下の帯域が注目を集めてい
る（24）．このことはテラヘルツ帯の必要性を否定す
るものではない．マイクロ波帯が重要であるからこ
そ，マイクロ波帯における電波資源ひっ迫の緩和が
重要である．テラヘルツ波で実現可能な無線サービ
スはテラヘルツ帯へと移行を進めるべきであること
を示している．

様々な分野で限られた資源を有効利用し，持続発
展可能な社会を構築するために，様々な施策が取ら
れている．例えば，太陽光発電や電気自動車への補
助金などである．テラヘルツ帯の利用促進のための
積極的な施策が，マイクロ波帯活用のためにも重要
である．必ずしも性能・機能に変化がなくとも，テ
ラヘルツ帯への移行を促進するための技術開発が電
波技術に関する持続可能な開発目標として位置付け

図８　屋外設置型300 GHz無線装置
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られるべきである．制度面においても，テラヘルツ
帯における免許制度の大幅緩和や，電気自動車でな
されているような大胆な促進策が重要な役割を果た
す．規制の在り方が利用の状況に大きな影響を与え
ることは 2.4 GHz 帯の現状より明らかである．
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 1 はじめに
今日，我々の生活を見ると，無線通信はなくては
ならないものとなっている．中でも，スマートフォ
ンに代表される移動通信端末は爆発的に普及してお
り，2022 年の総務省による調査では，スマートフ
ォンの世帯保有率は 90.1 % となっている （1）．スマ
ートフォンは移動通信システムを利用してインター
ネットに接続しており，この移動通信システムは
1979年に第1世代のシステムがスタートしてから，
約 10 年ごとに新しい世代のシステムが登場してお
り，日本では 2020 年 3 月から第 5 世代移動通信
システム（5G）の商用サービスが開始されている．
更に，今後のデータトラヒックの増加と多種多様な
新規サービスに対応するため，移動通信システムの
国際標準化団体である 3GPP（3rd Generation 
Partnership Project） で は 5G の 高 度 化（5G 
Evolution / 5G  Advanced）の標準化が進められ
ている．また，AI（Artificial Intelligence）を活用
したサイバーフィジカルシステム（CPS: Cyber-
Physical System）の高度化に貢献するため，2030
年頃からの商用サービス開始を目指す第 6世代移

動体通信システム（6G）の検討も進められており，
その技術コンセプトやホワイトペーパーが公開され
ている （2） 〜 （4）．移動通信システムは，端末から基地
局までの無線アクセス，基地局間の通信であるコア
ネットワークといった様々な要素技術で構成されて
おり，その中で，無線アクセス方式や電波伝搬に関
する要素技術は，基地局との高速・大容量通信を支
える重要な技術となっている （5）．既に 6Gに向けた
同要素技術の実証実験が 2022 年から開始され，検
討が進められている （6） 〜 （8）．
本稿では，NTT ドコモと NTT が 5G Evolution
と 6Gに向けて検討している，空間領域で分散され
た新たな無線ネットワークトポロジー（NRNT: 
New Radio Network Topology）に焦点を当て
る （2），（6） 〜 （12）．NRNT は，基地局アンテナなどの送
受信点（TRP:  Transmission  and  Reception 
Point）と端末の間において，見通し環境を増やし，
パス選択の余地を広げることで，無線通信性能の向
上や低消費電力化を実現する技術コンセプトであ
る．上述のとおり，6Gに向けては，様々な技術コ
ンセプトや要素技術の検討が進められている．例え
ば，サブテラヘルツ帯などの高周波数帯を開拓する
ために必要となる電波伝搬特性の解明や，それを踏
まえた無線アクセス技術，無線装置として実現する
ために必要となる高周波数帯デバイス技術，空・
海・宇宙に通信エリアを拡張するカバレージ拡張技
術，移動通信ネットワークを活用して通信とセンシ
ングを同時に行う無線センシング技術，加えて，こ
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れらの技術をネットワークとして実現するためのネ
ットワークアーキテクチャ技術などがある （2） 〜 （4）．
一方，NRNT は，6G 時代において AI を活用した
CPS によるシステム制御・最適化により，従来シ
ステムでは実現できなかった通信性能の大幅な向上
や，低消費電力化を低コストで実現できる高い潜在
能力を持っており，最も重要でかつ新しい技術コン
セプトである．
まず，本稿ではNRNT の概要と構成技術につい
て説明する．加えて，NRNT の構成技術である反
射板技術，無線中継技術，分散MIMO（Multiple 
Input Multiple Output）技術に関して，実証実験や
シミュレーションによる研究結果について紹介する．

 2  New Radio Network Topology（NRNT）

２. １　NRNT の概要
移動通信システムのNRNTへの進化のイメージ
を図 1に示す （2）．従来のセルベースで設計された
無線ネットワークトポロジー（以降，トポロジー）
から，複数の TRP で形成される大小のセルが重畳
されたトポロジーに進化する．更にそれを拡張し，
複数のセルエリアを重畳させ，周囲の中継器を含め
て端末間も連携させ，接続経路（パス）を増やすこ
とで新たなトポロジーが構築される．すなわち，新
たなトポロジーとは，通信端末に対して，空間的に
周辺に分散配置されている複数の TRP，中継器，
端末から，複数のパスが確立されたトポロジーのこ
とである．NRNT により複数のパスが確立される
という条件を満たして，従来のトポロジーよりパス
数自体が増えることと，パス選択の組合せ数が増え
ることで，通信可能なエリア（カバレージ）の拡
大，見通しエリアの拡大，遮蔽に対する耐性の向

上，MIMO空間多重数の増加などの効果が期待で
きる．ただし，多数の TRP を設けることにより，
干渉の増加が懸念される．NRNTでは CPS を活用
し干渉も適切に制御することで，システム性能の向
上を図る．また，このような多経路化により，柔軟
かつ細やかなサービスも提供できると考えられる．
例えば，大容量通信が提供されるエリアや電力効率
の高いエリア展開など，場所に応じて異なるサービ
ス要求，あるいは，同時に複数のサービス要求に対
応できる．
一方，NRNT では，周辺環境，通信状況，サー
ビス要求に応じてトポロジーが動的に変化するた
め，時間的な変動に追従した制御が求められる．ま
た，NRNTの主な性能指標（KPI: Key Performance 
Indicator）は，スループット，システム容量，周
波数利用効率，カバレージ，信頼性，伝送遅延，エ
ネルギー効率，コストなど多岐にわたり，これらの
KPI に対するNRNTの最適化が必要である．

２. ２　NRNT の構成技術
NRNT の構成技術とその要素を図 2 に示す．
NRNT の構成技術は，無線アクセス技術とそれを
インテリジェントに制御するシステム制御技術から
成る．加えて，NRNT を実現するためにはシステ
ム展開技術も必要になる．以降では，各構成技術に
ついて概説する （9） 〜 （12）．

２. ２. １　無線アクセス技術
無線アクセス技術は，トポロジーを構成し，無線
通信性能を向上・担保する上で最も重要な技術であ
る．TRP を実質的に，あるいは仮想的に増やすた
め，無線アクセス技術の構成要素は，分散MIMO
技術，無線中継技術，反射板技術などが主要なもの
となる （9） 〜 （29）．各技術については後述する．

オーバラップ／

空間領域で分散した無線ネットワークトポロジー

 図 1　NRNTへの進化イメージ
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無線アクセス技術では，各端末が所望するサービ
ス要求を満たしつつ，与干渉や消費電力の低減など
のシステムとしてのサービス要求を達成するため，
複数の周波数帯を同時に活用することが想定され
る．6Gに向けては，既に 4Gや 5G で使用してい
る既存周波数帯に加えて，カバレージを考慮した高
速・大容量通信を提供する 7〜24 GHz のミッドバ
ンドや，エリアを限定した超高速・大容量通信を提
供する 100〜300 GHz のサブテラヘルツ帯が新た
な周波数帯の候補として議論されている （2），（4）．
 なお，図 1のようにNRNTのコンセプトとして
は，成層圏を飛行する高高度プラットホーム
（HAPS: High-Altitude Platform Station）や衛星
などの非陸上ネットワーク（NTN: Non-Terrestrial 
Network）の活用も含まれる （2）．ただし，NTNに
ついては陸上ネットワークに対して大きな伝送遅延
が発生するため，サービス要件が異なるとともに，
HAPS や衛星からの陸上ネットワークへの影響につ
いては現在研究されている課題も多いため，本稿で
は議論を単純化するために陸上ネットワークのみに
閉じて議論を行う．

（a） 分散 MIMO 技術
分散MIMO技術では，図 3のように送受信機能
を有する基地局アンテナである TRP が面的に分散
配置され，各 TRP は集約局に接続される．更に，
分散MIMOでは，ある TRPのカバレージがほかの
TRP のカバレージと重なるように展開されるトポ
ロジーを持っており，その重なり合う場所に存在す
る端末は，複数の TRP との同時通信が可能である
ため，集約局から TRP を連携させる送受信処理を
行うことで，受信電力やダイバーシチ利得の向上，

各 TRPから異なるMIMOストリームを多重するこ
とによる大容量化，特に高周波数帯では見通し確率
の増加などにより，通信性能の向上が期待できる．
分散MIMO技術の技術課題は，同一周波数帯の
TRP のカバレージが重なることで同一チャネル間
干渉が発生することである．5Gでは TRP の送信
電力を動的に協調制御する，あるいは，振幅だけで
なく位相も制御するディジタルプリコーディングに
より局所的に干渉を抑圧でき，その活用が期待され
ている．このように多数の TRP を活用することで
論理的なセル境界をなくすことができるため，セル
フリーMassive MIMO とも呼ばれている （13）．ま
た，6G では，6G の特長でもあるセンシング技
術 （2） 〜 （4）を活用することで，発生する干渉を場所ご
とに測定し，加えて，時間的に変動する伝搬環境も
把握・予測することで，CPS による自動最適化制
御により分散MIMOの性能を最大化できる可能性
がある．更に，分散MIMOと Full Duplex との組
合せなどにより，低周波数帯での周波数利用効率の
大幅な向上も期待される （2）．ドコモとNTT では，

ガバレージ

エリア・アプリケーションごとの要求条件に応じたフレキシブルな制御

ディジタル中継

 図 2　NRNTの構成技術とその要素

 図 3　分散MIMO技術
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分散MIMOの可能性を実験的に評価するため，ミ
リ波帯やサブテラヘルツ帯での実証実験を進めてい
る （8），（14） 〜 （17）．

（b） 無線中継技術
無線中継技術は，ディジタル信号処理機能を有す
るディジタル中継（再生中継）技術と，信号処理機
能を有さず電力増幅のみを行うアナログ中継（非再
生中継）技術に大別できる．あらゆる機器を用いて
無線中継を実現することを考えると，端末による中
継や端末間で協調して送受信する方式も活用でき
る．ディジタル中継は，3GPP において 5G向けに
IAB（Integrated Access and Backhaul）として標
準化が行われた．将来的にはディジタル中継ではア
ナログ及びディジタル信号処理機能を拡張すること
で，Full Duplex 中継を実現できる可能性がある．
これにより，ディジタル中継の課題である周波数利
用効率の低下や遅延の増加を改善できるが，現状で
は実現する上での技術課題は多い．一方，アナログ
中継は，設備規模やコストの観点から，電力増幅の
みを行う，すなわち，信号処理を行わないため，遅
延が生じにくいという利点がある．
最近では，高周波数帯のビームフォーミング（BF: 
Beamforming）にも対応するため，BFや通信認識
機能を備えた高度な中継器（スマートリピータ）が
議論されている．無線中継技術の詳細や技術課題に
ついては文献（10）を参照されたい．

（c） 反射板技術
反射板は古くから利用されている技術であるが，
移動通信における高周波数帯の活用に向け，無線中
継よりもコストを低減できる技術として反射板技術
が再び注目されている．メタサーフェスとは，波長
に対して小さい構造体を周期配置して任意の誘電
率・透磁率を実現する人工媒質（メタマテリアル）
の一種で，構造体の周期配置を二次元とした人工表
面である．そのため，メタサーフェス反射板は，メ
タサーフェスにより任意の誘電率・透磁率を実現す
ることで，任意の反射特性を持たせた反射板であ
り，入射波を全反射させる反射板とは全く異なった
振舞いを行う （18）．透過型メタサーフェスは，メタ
サーフェス技術の進歩により電波の透過も可能にし
たもので，反射板だけでは難しかった場所へのエリ
ア拡大が可能であり，特に特定の場所に電波を集約
する機能を持ったものをメタサーフェスレンズと呼
んでいる （18）．これらは基本的には受動デバイスで
あるため，特性を適応的に制御することは難しい

が，低コストかつ設置するだけでエリアを拡大でき
ることから，比較的早期な導入が期待されている．
また，３. ３で後述するように，メタサーフェスと
BFを組み合わせることで，適応的な制御も可能と
なる．
反射特性や透過特性を動的に変化させることがで
き る 技 術 が Reconfigurable Intelligent Surface
（RIS） で あ る．RIS は Intelligent Reflecting 
Surface（IRS）とも呼ばれ，近年，非常に多くの
研究が報告されている （18） 〜 （21）．RIS で期待される
機能は，メタサーフェス技術を発展させ，反射・透
過特性を調整することにより，電波の振舞いを制御
できる機能である．RIS は反射・透過特性を端末移
動に追従させて制御し，受信電力を改善すること
や，RIS の反射波や透過波の活用によりMIMO空
間多重数を向上することができる．比較的低コスト
かつ低消費電力で無線伝搬路を制御でき，NRNT
において期待される技術の一つである．一方，反射
板技術を移動通信システムで活用するためには解決
しないといけない課題が多く存在する．例えば，シ
ステムにおける反射・透過方向の制御方法，移動通
信事業者間での共用（あるいは隣接チャネルへの影
響の低減），複数 TRPやマルチユーザへの対応，端
末の高速移動への追従，デバイスのマルチバンド
化・低消費電力化・大面積化，適用シナリオの明確
化などである （10），（12）．

２. ２. ２　システム制御技術
システム制御技術は，トポロジーを認識する機能
を有し，システムの効率的な制御や運用・管理を担
う．NRNT は空間領域での分散ネットワークを構
成し，サービス要件，通信状況，環境に応じた時空
間軸での制御を行う．加えて，複数の周波数帯を取
り扱うため，周波数軸での制御も必要である．更
に，6GではWi-Fi やWiGig などの異種の無線通信
システムとの統合制御も視野に入れられており，複
数の異種の無線通信システム間の連携・協調制御，
すなわち，システム軸での制御も重要である （11）．
システム制御技術では，物理層であるレイヤ 1よ
り下に位置することからレイヤ 0と呼ばれている
無線電波伝搬環境を管理する制御から，無線アクセ
ス技術における制御，更には，ユーザのアプリケー
ションやサービスのQoE（Quality of Experience）
に至る上位レイヤまでを含めた制御を実現する必要
がある．ユーザのQoE を重視したユーザセントリ
ックな制御を実現できる一方，システムとして複数
の KPI の効率的な達成方法も重要であり，両者に
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関してバランスの取れた制御が必要である （10）．

２. ２. ３　システム展開技術
移動通信システムの更なる性能向上を目指す
NRNT では，多数の無線装置の展開が避けられな
い．そのため， ネットワーク設備を構築するための
費用CAPEX（Capital Expenditure）や，同設備を
保守・運用していくために発生する費用 OPEX
（Operating Expense）の削減はNRNTを実現する
上で重要な課題である．無線装置自体や設置に掛か
るコストの削減が重要であり，例えば，TRP の代
わりに無線中継技術や反射板技術を活用して機能が
制限された無線装置を許容するシステムを構築でき
れば，その課題は解決しやすくなる．また，新たな
無線装置の形態や装置設置のハードルを下げる工夫
も必要である．例えば，街灯，照明，看板，自動販
売機，窓ガラスなどの既存オブジェクトを活用した
TRP や反射板の展開，A-RoF（Analogue Radio 
on Fiber）技術の活用， NRNTを活用したセンシン
グや無線給電などの非通信技術との融合，誘電体導
波路を活用した「置くだけアンテナ」 （22）など，従
来の移動通信では使われていない新たな技術の導入
が考えられる （9）．

 3 NRNTの実証実験
上述のとおり，ドコモとNTTでは，NRNTの構成
技術である分散MIMO技術について実証実験を進め
ているが，それ以外にも，反射板技術や無線中継技
術に関する有効性を評価するため，ミリ波帯での実
証実験を実施している （18），（23） 〜 （29）．5G  Evolution
と 6Gに向けて，反射板技術や無線中継技術，それ
らの組合せについては，従来技術では達成できなか
った高い性能を低コストで実現できる可能性があ
り，非常に注目されている研究分野であるため，本
稿では，これらの実証実験の一部について簡単に紹
介する．

３. １　 メタサーフェスレンズと中継器を活用した
実証実験

 メタサーフェスレンズと中継器の組合せにより，
カバレージが拡大する効果を検証する実証実験が行
われている （23），（24）．図 4 に実験の構成を示す．28 
GHz 帯 5G 基地局を用い，メタサーフェスレンズ
付きのガラスを会議室の入り口に設置した．更に，
基地局から電波を受信する中継器のドナーノードを
レンズの焦点位置になるように設置し，ドナーノー

ドで受信した電波を中継器のサービスノードにおい
て増幅して会議室内に再放射する．
会議室内で測定された受信電力を図 5 に示す．
図 5（a）はガラスのみを使用したときの受信電力で
ある．また，図 5（b）はガラスと中継器を，図 5（c）
はガラス，中継器，メタサーフェスレンズを使用し
たときの結果である．図 5（b）から中継器の効果に
より受信電力が増加しているが，会議室全体をエリ
ア化できていない．一方，図 5（c）から，中継器と
メタサーフェスレンズを組み合わせることによって
受信電力が大幅に向上し，会議室全体のエリア化が
できていることが分かる．

 図 4　メタサーフェスレンズと中継器を用いた実験

 図 5　測定された受信電力

（a）ガラスのみ（中継器なし）

（b）ガラスと中継器

（c）ガラス，中継器，メタサーフェスレンズ
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３. ２　 RIS 反射板と端末の位置情報を活用した実
証実験

28 GHz 帯ユーザ追跡型メタサーフェス反射板
（RIS 反射板）の実証実験について紹介する （12），（25）．
図 6 に実験構成を示す．ここで，図中の灰色の線
は壁である．28 GHz 帯 5G基地局を用いて RIS 反
射板に電波を放射し，ロボットに搭載された移動す
る受信機（端末）の位置情報をWi-Fi によって収集
し，受信機の位置に応じて RIS の反射方向を電気
的に制御した．受信機は移動しながら，それぞれの
位置で受信電力を測定した．図 7に移動する受信
機で測定された受信電力を示す．比較のため，図 7
（a）に RIS 反射板を使用しないときの結果を示して
おり，見通し外エリアでは，反射波が測定されない
ため，受信電力が低いのに対し，図 7（b）では RIS
のユーザ追従効果により，同エリアの受信電力が最
大で 20 dB 改善できていることが分かる．なお，
本実験では別システムにより取得した位置情報を用
いて RIS の反射方向を制御したが，実用化に向け
ては，6Gのセンシング技術による端末の位置情報

の取得，あるいは，反射方向を掃引して端末からの
フィードバックにより反射方向を決定する方法など
が必要である．

３. ３　 透過型メタサーフェスと BF を活用した実
証実験

 図 8 に示すように，窓ガラスに貼り付けたフィ
ルム形状の透過型メタサーフェスを活用することに
より，屋内に設置した 28 GHz 帯 5G基地局からの
電波を屋外の建物の足元に誘導する実証実験につい
て紹介する （26） 〜 （28）．5 枚の透過型メタサーフェス
と基地局の BF機能を組み合わせることで，使用す
るメタサーフェスを高速に切り換え，加えて，メタ
サーフェスが貼っていない方向に電波を放射するこ
とで，メタサーフェスを使用しない制御も行える．
本実験では，図 8のように 5枚の透過型メタサー
フェスが横一列に並ぶように設置し，窓ガラスと基
地局の距離は 0.9 mとした．
図 9に下りリンク（Downlink: DL）において端
末で測定されたスループットを示す．基地局は建物

 図 6　RIS反射板と端末の位置情報を用いた実験

 図 7　移動する受信機で測定された受信電力

（a）RIS 反射板なし （b）RIS 反射板あり
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の 5階，地上約 20 mの屋内に設置されており，帯
域幅は 300 MHz である．図中のターゲットエリア
がメタサーフェスによりエリア化を目指した場所で
ある．同エリアにおいて測定されたDLスループッ
トを図 10 に示す．比較のため，メタサーフェスを
使用しなかったときの結果も示しており，同エリア
でほぼ 100 Mbit/s 以下の DL スループットである
のに対し，メタサーフェスを使用することで 600 
Mbit/s を超える場所が大幅に増えていることが分
かる．

 4  6G シミュレータを用いたNRNTの評価

6Gでは 5Gよりも高い通信速度を提供するため，
100〜300 GHz のサブテラヘルツ帯や 7〜24 GHz
のミッドバンドの活用が検討されている．これらの
周波数帯とNRNTの無線アクセス技術を組み合わ
せた 6Gのシステム性能を評価するため，6Gシス
テムレベルシミュレータ（6Gシミュレータ）が開
発されている （30），（31）．本稿では，屋外の都市環境に
おいて同シミュレータを用いて実施された評価結果
について紹介する．

屋外都市環境における 6Gシミュレータの画面を
図 11 に示す．3Dモデリングにより高層ビルに囲
まれた開けた広場が表現されており，広場に反射物
は存在しないが，樹木が立っている．TRP はビル
の壁面あるいは街灯に設置され，ドローン TRP は
道路脇の上空を定期的に往復する．RIS も街灯など
に設置されており，ディジタルサイネージの表面に
フィルム形状で設置されているRIS も存在する．
シミュレーション諸元を表 1に示す．Sub 6（6 
GHz より少し低い周波数），ミリ波，ミッドバンド
（ミリ波と Sub 6 の中間の周波数），サブテラヘル
ツ帯の四つの周波数帯を用いており，各周波数帯の
帯域幅はそれぞれ表のとおりである．TRP には 9
サブアレー構成のMassive MIMOアンテナが用い
られ，各サブアレーは表中の縦 ×横のアンテナ素
子を持った一様平面アレーであり，位相を制御する
ことでビームを形成し，9サブアレーを縦に 3，横
に 3で配置することで 9ビームを同時に放射でき
る．複信方式は時分割多重（TDD: Time Division 
Duplex）であり，DL と上りリンク（UL: Uplink）
の時間比率は 7 : 3 とした．22 台の端末（UE: 
User Equipment）がこの環境に配置されており，
人が所持あるいはロボットや自動運転車に搭載され

 図 8　透過型メタサーフェスとBFを用いた実験  図 9　測定されたDLスループット

 図 10　ターゲットエリアで測定されたDL スループット

（a）透過型メタサーフェスあり （b）透過型メタサーフェスなし
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ている．MIMO空間多重数については，各 UE に
対して 1，2，3，4，8，16，24 の候補から伝搬環
境に応じて最大数が選択される．具体的には，各
UEに割り当てられたビームを活用してMIMO空
間多重が行われるため，各UEに割り当てられたビ
ーム数以下の候補に対するスループットを，伝搬環
境に関する情報を活用して予想し，同時に多重され
る全UEのスループットの総和が最大になるように
空間多重数が決定される （31）．
まずは，ミリ波帯・ミッドバンドの導入時のスル
ープット特性を図 12 に示す．図 12（a）は，図 11
の高層ビル前に位置する水色の輪で囲まれている
UE #22 におけるDLとULのスループットであり，
横軸は時間（スロット番号）を示している．DLス
ループットでは，分散MIMO技術を適用すること
（図中のw/ D-MIMOが適用されたタイミング）で，
18 Gbit/s から最大で 32 Gbit/s 程度までスループ
ットが向上していることが分かる．また，図 12（b）
では，分散MIMOに加えてRIS を導入することで，

42 Gbit/s 程度までDLスループットが向上してい
る．これは NRNT として分散MIMO と RIS を組
み合わせることで，図 11のように各 TRP及び RIS
からの異なる経路を活用してMIMOストリームを
更に空間多重し，それにより周波数利用効率を向上
できたためである．
次に，ミリ波帯・ミッドバンドに加えて，サブテ
ラヘルツ帯の TRP を追加で導入したときのスルー
プット特性を図 13 に示す．図 13（a）では，UE 
#22 におけるDLと ULのスループットであり，サ
ブテラヘルツ帯においても分散MIMOと RIS を活
用している．サブテラヘルツ帯の 4 GHz の広い帯
域幅を用いることで，ミッドバンドと比較して非常
に高いスループットになっており，最大で DL が
126 Gbit/s，UL が 35 Gbit/s のスループットを達
成できている．また，図 13（b）はこの環境に配置
された全UEの DL と UL のスループット分布を示
しており，0〜1 Gbit/s から 100 Gbit/s 超までの 5
種類を色で表現している．横軸が時間，縦軸がスル
ープット分布ごとのユーザの割合である．DLにお
いては 1 Gbit/s 以上のスループットを 100 % の
UE で，10 Gbit/s 超を 40 % 以上の UE で，100 
Gbit/s 超を約 13 % の UE で達成できている．UL
では 20 % 以上のUEにおいて 10〜50 Gbit/s のス
ループットを達成できていることが分かる．
6Gシミュレータで用いた RIS は，理想的な動作
を仮定していたため，今後は３. ２や３. ３で用い
た実際の RIS やメタサーフェスなどの特性を取得
し，その特性をシミュレータに反映していく予定で
ある．また，今回は 3Dモデリングされた屋外都市
環境において評価を行ったが，実際に存在する特定
の屋内外環境においてNRNTの有効性の評価も必

表1　シミュレータの諸元

Sub6 ミリ波帯 ミッド
バンド

サブテラ
ヘルツ帯

中心周波数 4.7 GHz 28 GHz 15 GHz 100 GHz
帯域幅 100 MHz 400 MHz 400 MHz 4 GHz

TRPアンテナ
素子数

（縦×横×サブアレー）

144
（4×4×9）

2304
（16×16×9）

2304
（16×16×9）

9216
（32×32×9）

TRP数 3 28 13 11 

TRP 送信電力 30 dBm
UE送信電力 23 dBm
MIMO空間
多重数 1, 2, 3, 4, 8, 16, 24 

 図 11　屋外都市環境における6G シミュレータ
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要である．そのため，実空間で取得した点群データ
を用いて 3Dモデルとして再現できる 6Gシミュレ
ータも開発しており （5），（32），実際の工場環境を取り
込んで受信電界強度やスループットの評価を既に進
めている （33）．今後は，NRNT の実用化に向けて，
複雑な条件での詳細なシステム評価を行っていく予
定である．

 5 まとめ
本稿では，5G Evolution と 6G に向けて検討さ
れている，空間領域で分散された新たな無線ネット
ワークトポロジーであるNRNTの技術コンセプト
について，その概要と構成技術について紹介した．
更に，NRNT の構成技術である反射板技術（メタ
サーフェス，RIS）や分散MIMO 技術に関して，
最近の実証実験やシミュレーションによる評価結果
について示し，その有効性を明らかにした．6Gに
向けては，引き続き世界各国で様々な技術の研究開
発が進められると予想される．その中でも，NRNT

は，AI を活用した CPS によるシステム制御・最適
化により，6Gの通信性能を低コストで大幅に向上
できる高い潜在能力を持っていると考えられ，ドコ
モとNTTは今後も同技術の実用化を目指して研究
開発に取り組む予定である．また，同様に 6Gに向
けて検討が進められているNRNT以外の技術につ
いては，本稿では紙面の都合で説明を割愛したが，
ホワイトペーパーやその別冊などを参考にして頂き
たい （2），（4），（34）．
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 1 はじめに
近年の爆発的なデータトラヒック量の増加に対

応するために，無線通信システムの高速化に対する
需要が高まっている．無線通信システムの高速化を
実現する手法の一つが，周波数が 0.1 THz から 10 
THz の電磁波であるテラヘルツ波の利用である（1）．
テラヘルツ波はその発生・検波が困難であったた
め，これまで産業的に未利用であった．このため，
一つの無線システムが数十GHz 以上というマイク
ロ波では実現し得ない広い帯域を使用することも可
能である．
近年，半導体デバイス技術が進展し，100 GHz を

超える周波数帯で動作する ICの開発が可能になっ
たことに伴い，テラヘルツ無線に関する研究開発が
活性化している（2），（3）．更に，この周波数帯の産業
利用に向けて，周波数の国際割当を決める標準化会
議，2019 年世界無線通信会議（WRC-19）におい
て，275～296 GHz，306～313 GHz，318～333 
GHz，356～450 GHz の四つの帯域が，移動・固定
無線の利用周波数帯として特定された（4）．これら
の技術や標準化の進展に伴い，これまでテラヘルツ
信号の発生・検波用デバイス開発が主流であったテ
ラヘルツ無線の研究開発に加えて，社会実装に向け
たテラヘルツ無線システム開発が進められている（5）．

テラヘルツ無線システムの実用化に向けた重要
な技術の一つがテラヘルツ帯におけるアンテナ・伝
搬技術である．アンテナは無線システムの通信距離
や移動範囲，移動速度，他システムとの干渉などを
決める重要なデバイスである．また，伝搬損や伝搬
遅延特性，マルチパスフェージングなどの基本伝搬
特性の評価は，無線システム設計のパラメータを決
める上で重要な要素である（6）．テラヘルツ波はそ
の短波長性，高周波性から，既存の無線通信で主に
使用されているマイクロ波と比較して伝搬特性が大
きく異なっている．特に，直進性が高い，自由空間
伝搬損や降雨減衰が大きい，という特性から，マイ
クロ波を使用する無線通信のように，「どこでもつ
ながる」というシステムを構築するには，新たな技
術開発が必要である．このため，テラヘルツ無線の
ユースケースごとにテラヘルツ帯の伝搬特性を把握
し，その伝搬特性から必要となるアンテナの仕様を
決めていく必要がある．図 1にテラヘルツ無線シ
ステムの代表的なユースケースを示す．本論文で
は，これらの「フロントホール／バックホール無
線」，「移動体通信／無線 LAN」，「近接無線」にお
けるアンテナ技術，及び伝搬特性における課題につ
いて解説を行う．

 2 フロントホール／バックホール無線
図 2に 5G/6G移動体通信におけるネットワーク

構成を示す．通信事業者の建物に設置されている携
帯電話ネットワークを制御するコアネットワーク

テラヘルツ帯無線通信における
アンテナ・伝搬技術
Antenna and Propagation Technology in Terahertz-band Wireless Communications 

テラヘルツ帯無線通信における
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Summary 超高速無線通信を実現する手段として，0.1～10 THz の電磁波を利用したテラヘルツ無線の研究開発が
進められている．テラヘルツ無線の研究開発の初期段階では，屋外固定無線の利用が主に検討されていた
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（コアNW）と基地局を接続するのがバックホール
回線である．また，基地局は，信号処理部分（BBU: 
base band unit）と，電波を吹くだけの無線機
（RAU: remote antenna unit）の二つに分けて，
BBUは建物内に，RAUを鉄塔上に設置することが
多い．BBUと RAUを接続する回線がフロントホー
ル回線である．6Gでは，5Gの 10倍以上の通信速
度を実現するため，街灯や信号灯などにRAUを多
数設置し，ユーザ端末との距離を短くすることが検
討されている．しかし，多数のRAUを全て光ファ
イバで接続することは困難であるため，光ファイバ
と同等の通信速度を実現可能なテラヘルツ固定無線
をバックホール／フロントホール回線に使用するこ
とが検討されている．
これらの回線の伝送距離は数百m～数 kmにな

るため，利得が 40 dBi を超える高指向性アンテナ
が使用される．しかし，300 GHz 帯の高利得アン
テナでは，アンテナ径（150 mm）と波長から算出
される遠方界距離が 50 mを超えるが，そのような
巨大な電波暗室内はほとんど存在しないため，遠方
界特性の実測例はほとんど報告されていない．我々
は 300 GHz 帯無線装置を試作し，実験試験局免許

を取得することにより，屋外での遠方界計測を可能
にした．また，精度の高いベクトルネットワークア
ナライザ（VNA: vector network analyzer）を使
用してアンテナの近傍界を測定し，近傍界－遠方界
変換を行った結果を遠方界の実測値と比較した（7）．
結果を図 3に示す．両者はよく一致しており，300 
GHz 帯においても近傍界測定－遠方界変換がアン
テナ放射パターンの評価に有効な手段であることが
明らかとなった．
6Gでは，超高速通信を実現するため，数十m～

100 m間隔でRAU を設置する必要があるが，東京
都心部のように高層ビルが乱立する都市部におい
て，RAU 間で見通しが取れ，かつ，隣接する回線
間で干渉が生じないように多数のRAUを配置する
ことは困難である．我々は，RAU 間で見通しが取

図1　 テラヘルツ無線のユースケース

図2　 5G/6G のネットワーク構成

図３　遠方界放射パターン及び近傍界－遠方界変換結果（7）
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れ，かつ，隣接する回線間で干渉が生じないよう
に，多数のRAUを自動配置するアルゴリズムにつ
いて検討を行っている．東京駅周辺の 5 km四方の
エリアに，基地局自動配置アルゴリズム（8）により
RAUと RAU間を接続するフロントホール回線を
設置した．本アルゴリズムでは，5 km四方のエリ
アを 22×22 のセルに分割し，そのセル内のビル屋
上に一つ以上のRAUをランダムに配置し，設定し
た通信距離 1 km以下で見通しが取れる基地局間を
フロントホール回線として接続した．配置したフロ
ントホール回線の模式図を図 4に示す．配置した
RAUに図 3で示すアンテナパターンを実装した電
波伝搬シミュレーションを実施し，全ての回線にお
いて 100 Gbit/s 以上の伝送速度に必要な受信電力
及び回線間干渉電力を考慮した信号対干渉雑音比が
得られることを確認した（9）．次に配置したフロン
トホール回線がゲリラ豪雨時の降雨減衰により，回
線断が生じる確率を評価した．設定した東京中心部
のエリアにおける 250 m角のメッシュごとの 1分
間降雨量データをDIAS のデータベースから取得
し，2020 年通年のエリア内の回線稼動率を算出し
た．その結果，99.974 % の回線稼動率となること
が明らかとなった（10）．

 3 移動体通信，無線 LAN
テラヘルツ無線システムでは，送信機出力がデバ

イス性能限界により数mW程度しか得られないこ
とや自由空間伝搬損が大きいことなどから，20 
dBi 以上の高利得アンテナを使用する必要がある．

しかし，移動体通信や無線 LANの端末に高利得ア
ンテナを使用した場合，アンテナから放射される電
波は絞られて放射されるため，エリアをカバーする
ためには，ビーム走査アンテナの開発が必要であ
る．近年の IC デバイス技術の進展により，300 
GHz 帯においてもフェイズドアレーアンテナ用 IC
の製造が可能になったため（11），300 GHz 帯の電波
を使用した移動体通信や無線 LANの研究開発が開
始されている．これらの応用においては，ビルの外
壁や部屋の壁などの反射が伝搬特性に大きな影響を
与える．建材の反射特性は，建材の複素誘電率が定
まれば算出することが可能であるが，100 GHz 以
上の周波数における建材の複素誘電率のデータは存
在しなかった．そこで，我々はテラヘルツ時間領域
分光（THz-TDS）装置を利用したエリプソメトリ
法により，各種建材の複素誘電率を測定した．計測
した 300 GHz における建材の複素誘電率を表 1に
示す（12）．これらの複素誘電率の値を電波伝搬シ
ミュレータに実装した．
次に我々は室内における電波伝搬の到来角度 

（DOA: direction of arrival）特性の測定を実施し
た．DOA測定には，無線装置のアンテナを半球状
に走査する必要があるが，既存の測定装置は無線機
自体の仰角と方位角を走査するため，装置が大形化
し，様々なユースケースでの測定が困難であった．
我々は，高速計測が可能な 300 GHz 帯小形半天球
スキャナを開発し（13），会議室でのDOA測定を実
施した．図 5 に半球スキャナの模式図と写真を示
す．スキャナは 300 GHz 受信機（Rx），回転鏡，
回転ステージから構成されている．PCに接続した

図４　 自動配置アルゴリズムにより配置した 300 GHz帯
フロントホール回線の模式図 図５　テラヘルツ波半天球スキャナの写真と模式図

表1　建材の複素誘電率
実験結果

（@300GHz）
ITU-R 勧告

（@95.9GHz）

コンクリート 5.42 ー j0.38 6.20 ー j0.34

ガラス 6.67 ー j0.01 6.76 ー j0.19

御影石 5.69 ー j0.02
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ステージドライバで回転鏡と回転ステージを制御
し，テラヘルツビームの仰角と方位角方向を変化さ
せ測定を行う．
会議室内において，受信機を部屋の中央に設置し

た場合のDOA測定結果，及び建材の誘電率の測定
値を実装した電波伝搬シミュレーションの結果を図
6 に示す．両者はよく一致しており，半天球スキャ
ナ，及び複素誘電率の測定値を実装した電波伝搬シ
ミュレータの精度を確認することができた（13）．
次に，室内無線 LANの通信容量拡大に向けて，

300 GHz 帯でMulti-Input Multi-Output（MIMO）
伝送システムの構築が可能か検討を実施した．
MIMO伝送とは複数の送受信アンテナを用いて信
号を空間多重伝送する技術である．MIMO伝送を
可能にするためには，受信点において所要受信電力
を超える伝搬路が複数存在する必要がある．そこ
で，図 6に示す会議室での実験結果及びシミュレー
ションモデルを使用し，MIMOシステムを適用し
た場合に，各測定点で必要な受信電力を超える伝搬
路が二つ以上存在するかを調べた．図 6に白丸で
示したDOA が 50 Gbit/s 以上の伝送速度を実現す
るための所要受信電力を超える伝搬路である．この
結果が示すように，会議室の中央では所要受信電力
を超える伝搬路が三つあることが分かる．実験では
会議室内の 9点でDOA測定を実施したが，全ての
測定点において二つ以上の伝搬路が得られた．次に

伝搬シミュレーションを使用して，図 7（a）に示
す端末の四辺にビーム走査アンテナを配置した端末
を受信機に用いた場合について，会議室内で所要受
信電力を超える伝搬路数のシミュレーション結果を
図 7（b）に示す．MIMO伝送カバー率を，全測定
点のうち所要受信電力を超える伝搬路が 2以上あ
るRxの割合として定義した場合，送信機（Tx） を
会議室の端に配置した場合，MIMO伝送カバー率
は 71 % となった．一方，Tx を会議室の中央に配
置した場合，多くの地点で受信可能な伝搬路数が 2
以上となり，85 ％以上のMIMO伝送カバー率が
得られた（14）．
テラヘルツ波は直進性が強いため，移動体通信・

無線 LAN応用においては人体による遮断・散乱が
これらのユースケースでの電波伝搬特性に大きな影
響を与える．しかし，テラヘルツ帯における人体近
傍での電波伝搬特性についてはこれまで評価されて
いなかった．特にテラヘルツ帯の電波は波長が短い
ため，マイクロ波帯では考慮されていなかった腕と
胴体の隙間や着衣がこれらの伝搬特性に影響を与え
ると考えられる．そこで，人体近傍でのテラヘルツ
波のDOA特性を半天球スキャナを用いて評価した．
ただし，人体近傍の電波伝搬モデルを構築するため
には，生体の近傍に送信機・受信機を配置し，長時
間を掛けた大量の伝搬データの測定が必要である．
しかし，生体を用いて長期間の再現性のある実験を

図６　会議室でのDOA測定及びシミュレーション結果

図７
(a) MIMO 受信用ユーザ端末アンテナの模式図
(b)  会議室内で所要受信電力を超える伝搬路数の
シミュレーション結果
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行うことは困難であるため，人体と同じ誘電率を持
つ人体ファントムを用いる必要がある．我々は，材
料メーカの協力を得て，様々なファントム材料を作
製し，THz-TDS を用いてそれらの複素比誘電率を
測定した．複数のファントム材料の中で，特殊なシ
リコーンゴム材料の複素比誘電率の測定値は，実部
が 4.6，虚部が 1.2 であった．このシリコーンゴム
材料を用いて，図 8に示す人体ファントムを試作
した（13）．
この人体ファントムを使用し，人体での散乱・回

折特性の評価を実施した．人体ファントムがテラヘ
ルツ波の伝搬路を遮断している場合のDOAの測定
結果を図 9に示す．送信機－受信機の距離は 1 m，
送信機・受信機の高さは 1.2 m であり，伝搬路の
中央に人体ファントムの胴体の中心が来るように設
置した．ダウンコートなしの場合，両腕の外側で回
折する二つの伝搬経路が観測された．更に，胴体と
腕の間を通る伝搬路が胴体の左右に観測された．腕
の外側を通る伝搬路のDOAと比較し，胴体と腕の
間を通る二つの伝搬路のDOAは仰角方向に広がっ
ている．人体ファントムがダウンコートを着用して
いる場合，ダウンコートを着用していない実験と比
較して，これらの経路はDOAが仰角方向に広がり
を持っている．これは、ダウンコート内での散乱に
よると考えられる．また，DOA が左右で非対称に
なっているが，これは人体ファントムにダウンコー
トを着せた際に，左右でコートの腕の部分のしわの
寄り方が異なるためと考えられる．これらの結果か
ら，胴体の中心がテラヘルツ電波の伝搬路を遮断した
場合，胴体と腕の間の隙間や着衣が人体による回折
特性に大きな影響を与えることが明らかとなった（13）．

 4 近接無線
現在の無線 LAN技術では，一つのアクセスポイ

ントに多数の端末からアクセスが集中した場合，通
信のふくそうが生じ，通信速度が安定しない，電波
の漏れにより情報漏えいが起こる危険性がある，な
どの欠点がある．無線 LANの接続の簡便性を維持
したまま，これらの問題点を解決する手段の一つが
シート LAN 技術である．シート LAN 技術とは，
無線通信の電波を誘電体シート内に閉じ込めて伝送
し，受信機の底面に受信モジュールを実装すること
により，誘電体シートに接触した端末のみがネット
ワークに接続できる，有線 LANと無線 LANの長
所を併せ持つ LAN技術である（15）．図 10 に無線
LANとシートLANの比較を示す．シートLANは，
誘電体シートに電波を閉じ込めて伝送するため，異
なるアクセスポイント間での干渉が生じず，電波の
漏れもほとんどなく，電波の傍受によるセキュリ
ティリスクの低減も可能である．5 GHz 帯の電波
を使用したシート LAN は既に商用化されている
が，商用化されたシート LANの通信速度は 54～
300 Mbit/s 程度である．
我々は，既存の有線 LAN，無線 LANと同等以

上の通信速度を有するシート LAN を実現するた
め，120 GHz 帯シート LANの研究を実施してい

図９　伝搬路を人体が遮断時のDOA測定結果

図８　300 GHz帯人体ファントムの写真
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る（16）．116-134 GHz は日本では移動業務に割当
済みであり，この帯域を使用すれば大容量通信が可
能となる．図 11 は本論文で提案するシート LAN
での使用を検討しているテラヘルツ帯伝送路の模式
図である．中空導波管の上面の一部を除去し，除去
した面に SRR（split ring resonator）を集積した
ガラス基板を配置している．SRR はスプリット部
のキャパシタンスと，リング部のインダクタンスで
構成される，最小級サイズの共振器の一つである．
図 11（a）のようにガラス基板に誘電体シートが接
触していないときには，SRR は中空導波管内を伝
搬する 120 GHz 帯信号を反射するため，ポート 1
からポート 2への伝送損を減少させる．また，図
11（b）のようにガラス基板に誘電体シートが接触
すると，SRR の持つ共振特性が失われ，中空導波
管内を伝搬する 120 GHz 帯信号の一部がガラス基
板を通過して誘電体シート側に誘導される．
図 12（a）は三次元電磁波シミュレーションモデ

ルの模式図である．本シミュレーションモデルは中
空導波管の上部の一部分を取り除き，取り除いた部
分に厚さ 200 μ mのガラス基板を設置している．
ガラス基板の表面には厚さ 5 μ mの金で SRR を
形成した．これによって，誘電体シート非接触時に
は方形導波管内にテラヘルツ波を閉じ込めて伝送
し，誘電体シート接触時には接触したエリアで誘電
体シート側にテラヘルツ信号を導波することが可能
になる．図 12（b）に試作した導波管モジュール
及び SRR集積ガラス基板の写真を示す．導波管モ
ジュール上部の穴に SRR集積ガラス基板を実装し
て使用する．モジュールの両端にVNAの周波数エ
クステンダを接続することにより，試作した導波管
モジュールの通過損を評価することが可能である．
図 12（b）に示す SRR集積ガラス基板を搭載し

た導波管モジュールの通過損を図 13に示す．125 

GHz における通過損は，シミュレーション結果は
2.31 dB，実験では2.57 dBとなり，両者の値はよく
一致している．これらの結果はガラス基板上面に集
積した SRRにより，120 GHz 帯信号を中空導波管
内に閉じ込めて伝送可能であることを示している．
次に，SRR 集積ガラス基板の上面に誘電体シー

トを接触させることで，接触した誘電体シートに中
空導波管内を導波するテラヘルツ信号の一部を導波
させ，誘電体シートに接続した受信機により伝送し
た無線信号のデータ復調が可能であるか検討した．
図 14（a）は図 12（b）の導波管モジュール上に
実装した SRR集積ガラス基板に幅 2 mmの誘電体
シートを接触させた場合の実験系の写真である．
ポート 2は導波管終端器で終端されている．通過
損の測定時には，誘電体シートの端部にはVNAを
接続し，データ伝送実験の際は，受信機を接続す
る．ガラス基板に誘電体シートを接触させた場合の

図10　無線 LANとシートLANの比較

図11　 本研究で提案する (a) 誘電体シート非接触時 
(b) 誘電体シート接触時―のシートLANの模式図
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125 GHz における伝送損は 19 dB であった．すな
わち，中空導波管を伝搬する 125 GHz 無線信号の
約 1.2 % が誘電体シートに導波されることが明ら
かとなった．図 14（b）に送信電力 0 dBmで 10 
Gbit/s ASK データ伝送時に包絡線検波で復調した
信号のアイパターンを示す．送信電力 0 dBm で
10-10 以下のビット誤り率が得られた．以上の結果
より，120 GHz 帯シート LANで 10 Gbit/s デー

タ通信が可能であることが明らかとなった．

 5 まとめ
本論文では，テラヘルツ帯を利用したフロント

ホール／バックホール無線，移動体通信／無線
LAN，近接無線の三つのユースケースにおける電
波伝搬特性評価技術，及びアンテナ技術について解
説を行った．屋外固定無線であるフロントホール／
バックホール無線では，豪雨時の回線断が課題であ
り，豪雨時における減衰特性を解明するとともに，
通信断となる回線を事前に予測し，事前に切り換え
る技術の開発が必要である．移動体通信／無線
LAN については，建材の粗面での散乱特性，及び
人体での散乱・回折特性のモデル構築などを早期に
行う必要がある．近接無線では，近接したデバイス
間のテラヘルツ帯における電磁結合メカニズムの解
明が重要である．テラヘルツ無線の広帯域性は非常
に魅力的であるため，テラヘルツ帯でのアンテナ・
伝搬技術の開発を進めることにより，テラヘルツ無
線の早期の社会実装を実現することが期待される．
謝辞　本研究の成果の一部は，国立研究開発法人

情報通信研究機構（NICT）の委託研究（No.00401,
04301），及び総務省「電波資源拡大のための研究
開発（JPJ000254）」により得られたものである．

図12
(a) テラヘルツ帯伝送路の電磁界シミュレーションモデル
(b) 導波管モジュール及びSRR集積ガラス基板の写真

図13　 SRR集積ガラス基板を実装した導波管モジュール
の通過損のシミュレーション結果と実験結果（15）

図 14（16）

(a) 誘電体シート接触時の伝送特性評価系の写真
(b) 復調後の10 Gbit/s データのアイパターン
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 1	 はじめに
「ラスト・ワンマイル」と称される通信インフラ

のボトルネックを解消することは，5G までの無線
通信の発展の指導原理であり，これによって高品質
な映像を高速ストリーミング可能な通信環境が整備
されてきた．肉眼では見えない時空間を越えた世界
や仮想世界を可視化する映像メディアは人間の視覚
を拡張する役割を果たし，視力限界である約 120 
ppd （pixel/degree）をベンチマークとして 8K ま
で高解像度化・大容量化されてきた．このような映
像メディアによる視覚の拡張と無線通信の高速化・
大容量化の間には相互に促進し合う共進化関係を見
いだすことができる．

しかし，映像メディアが人間の視力限界に迫る今
後，この共進化は停滞を迎えることになるのだろう
か？　現在よりも更に高速大容量・低遅延・多数接
続可能な無線通信は我々に何をもたらすのだろう
か？　筆者らは，ここで鍵になるのが人間拡張工学
であると考える．人間拡張工学では，センサやディ
スプレイ，アクチュエータなどのデバイスを身体上
あるいは身体周辺に配置し，神経系のように機能す
るネットワークを構築することで，拡張的な感覚
器・運動器として機能させる試みがなされている（1）．
これは映像メディアによって，言わば潜在的に行わ
れていた感覚の拡張を，随意で能動的な身体として

の拡張に引き上げる試みと捉えることができる．そ
して，その技術基盤となる無線通信には，現実と等
価な知覚情報を得るための高品質性に加えて，自己
と他者及び環境の間にインタラクションを確保する
ための双方向性と低遅延性が求められる．身体周囲
の 1 m 程度の領域は自己近傍空間（ペリパーソナ
ルスペース）と呼ばれ，身体と周囲の物体や環境，
及びそれらに対する行為を結び付ける知覚にとって
特に重要である（2）．各人の身体を起点とするこの

「ファースト・ワンメータ」（最初の 1 m）を高速
大容量・低遅延な無線通信でカバーできれば，環境
や他者から感覚情報を受信するだけでなく，環境や
他者に生体情報や運動情報を送信できるようにな
り，自己近傍空間も物理的な制約を超えて拡張され
ると考えられる．

知覚の総体としての体験に伴う情報は大容量
データとなる．そのため，ファースト・ワンメータ
にはそれを伝送可能な無線通信が必要となる．ここ
で，身体的な体験をデータ量の観点から捉える手掛
かりとして「百聞は一見にしかず」という言葉を考
えてみる．視覚は左右 2 個の眼の中にメガピクセ
ルのセンサがあるが，聴覚は左右 2 個しかない．
一方で，聴覚は 20 kHz 程度の周波数まで検出でき
るが，視覚は通常 10 Hz 程度である．つまり，空
間的な分解能は視覚の方が 6 桁高く，時間的な分
解能は聴覚の方が 3 桁多い．時間分解能と空間分
解能の積を考えると「千聞でようやく一見」と釣り
合いそうであり，同じ時間幅の動画像ファイルと音
声ファイルのサイズが 3 桁ほど異なることは日常
的な経験とも符合する．
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更に，「百聞百見は一験にしかず」という言葉も
ある（3）．これは体験によって得られるデータ量は

「見聞きする」だけよりも大きいと換言できる．身
体的な体験を他者に伝達する試みとして，技能動作
を HD カメラや筋電センサによって記録し，HMD

（Head Mounted Display）や振動モータを通じて
他者に提示する方法の有効性が示されている（4）．
今後，体験をより高精細に共有することで，より精
密なスキル伝達や共感的理解などを促せる可能性が
ある．

体験は，視聴覚に加えて触覚，嗅覚，味覚などの
情報も伴い，身体の運動に合わせて刻々と変化す
る．そして，それらは他者が存在する社会的な文脈
の中で行われ，最終的に脳に伝えられて約 100 億
個と言われるニューロンが形成する複雑なネット
ワークに作用する．このような脳活動を直接取り扱
う BMI（Brain Machine Interface）においては，
今後センサ自体に加えて取得データの伝送方法に関
する研究開発も一層重要になると考えられる．一例
として，侵襲型電極アレーでは 3,072 Ch の電極に
より得られる信号が最大 18.6 kHz のサンプルレー
トで 10 bit で A-D 変換されており（5），そのデータ
レートは無圧縮で 0.6 Gbit/s になり得る．また，
超音波を用いて非侵襲的に脳活動を読み取る例で
は，128 Ch のトランスデューサで 15.6 MHz の超
音波を 14 bit で A-D 変換しており（6），無圧縮で
28 Gbit/s になり得る．これは無圧縮 8K 映像の
データレート（7）に迫りつつあり，今後その送信や
受信には Tbit 級の伝送速度が必要になる可能性が
考えられる．

また，感覚器による知覚は脳の情報処理とも密接
に関連しており，例えば視覚が失われた場合に脳の
視覚野が聴覚情報処理を拡張して，エコーロケー
ションの能力を発達させられる場合があることが知
られている（8）．今後脳機能の解明が進み，更に感
覚情報を統合することで，新たな認知能力が生まれ
る可能性もある（9）．大容量データとなる感覚情報
や脳活動情報を伝送する技術は，そのための基盤と
しても今後重要性を増すと考えられる．

このように人間拡張工学の基盤となる無線通信
では，Tbit 級のデータ伝送を低遅延で双方向的に
行うことが重要となる．映像メディアと無線通信の
共進化は，人間拡張工学と無線通信の共進化に継承
され，とりわけ各人の身体を起点としたファース
ト・ワンメータへの要求が今後一層高まると考えら
れる．

 2	 テラヘルツ無線技術への取組み
身体内外の情報を，例えば 360° カメラ，ライト

フィールドカメラ，ハイスピードカメラ，モーショ
ンキャプチャ，超音波エコー，多点生体電位計測，
BMI などにより高精細に取得して伝送するには，
Tbit 級の高速大容量化・低遅延化が重要になると
考えられる．テラヘルツ帯（本稿ではおおむね 300 
GHz 前後とする．）をキャリヤとする無線通信では，
その広帯域性によって Tbit 級を見込む高速なデー
タ伝送が可能になると考えられており，発振器や検
波器，増幅器などの研究開発が進められている（10）．
また，テラヘルツ帯では短波長化に伴ってアンテナ
が小形化されるため，身体の一部のような装置に
よって人間を計測したり，人間に情報を提示したり
することができ，物理世界と情報世界とを融合させ
る技術基盤となり得る．

しかし，キャリヤの波長が短くなると回折減衰を
補償するために指向性ビームの形成が不可欠とな
る．その結果，送受信機間のアラインメントずれに
対するぜい弱性や，見通し経路上に遮蔽物が存在す
る場合の伝送損が増大するほか，波動干渉に起因す
るフェージングも波長 1 mm 程度の空間周期性を
伴って頻繁に現れることになる．今後，これらの原
理的な課題が解決されない限り，発振器・検波器・
増幅器の性能が向上しても，テラヘルツ波を無線通
信に用いることには困難が伴うと考えられる（11）．

そこで，筆者らはテラヘルツ波を安定的に無線伝
送する方法，並びにその変復調の方法について低レ
イヤからの研究開発に取り組んでいる．

２.１　FPGAに基づくテラヘルツ変調システム
無線通信の変復調の特性評価には，一般に任意波

形発生装置や高速オシロスコープなどが用いられる
ことが多いが，実応用においては据置型の装置では
なく，組込み機器のような形で自在な変復調を行う
ことが不可欠である．テラヘルツ波を無線通信に応
用する試みにおいても，近年では要素技術の研究開
発に加えて，よりシステム化を指向した取組みが増
え て き て お り，300 GHz 帯 で 160 m の 距 離 で
TCP/IP 双方向通信を行った事例（12）や，AMD 社
の FPGA である RFSoC と外部ミクサを用いて I/Q
変調した波形を周波数多重化した事例（13）などが報
告されている．筆者らも，FPGA を用いてテラヘル
ツ波の変復調を自在に実装する技術基盤の整備が重
要と考え，その実装に取り組んでいる（図 1）．特
に，数 m 以下の屋内規模を対象として，イーサ



解説論文　共進化するテラヘルツ無線技術と人間拡張工学 147

小特集 第6世代移動通信システム（6G）の実現に向けての取組み

ネットや PCI Express に代表される高速・双方向
の有線インタフェースの大容量データを無線伝送で
きるようになると，現在は有線でなければ接続困難
な計測装置を無線化でき，広範な波及効果が生じる
と考えられる．それに向けて現在，FPGA を高速変
復調に用いる上での技術課題の洗い出しと，FPGA
に適した変調回路の構成方法について検討を進めて
いる（14）．

筆者らが構築しているシステムでは，テラヘルツ
波 の 送 受 信 及 び 変 復 調 に FS（Frequency 
Synthesizer），AMC（Amplifier Multiplier 
Chain），SHM（Sub-Harmonic Mixer）を用いる．
FS で発生させた 14～19 GHz の信号を AMC で 8
逓倍して 112～152 GHz とし，それを SHM で 2
逓倍して 224～304 GHz にすると同時に変調を行
う．SHM はダイオードの非線形性により，LO

（Local Oscillator）ポートの入力信号周波数を 2
逓倍の後，IF（Intermediate Frequency）ポート
の 入 力 信 号 と 乗 算 し て RF（Radio Frequency）
ポートから出力する．逆に，RF ポートに入力信号
が供給されれば IF ポートから復調信号を出力する．
このシステムにより，220～290 GHz で−10～−13 
dBm の信号を生成できる．

そして，変調ベースバンド信号の生成には，高速
ADC/DAC（Analog-to-Digital Converter/Digital-
to-Analog Converter）を内蔵する FPGA ボードで
あ る RFSoC ZCU111 を 用 い る．RFSoC は 高 速
ADC と DAC を 内 蔵 し た FPGA で あ り（15），
ZCU111 に は AMD 社（XILINX） の ZU28DRF-
FFVG1517 というデバイスが搭載されている（16）．
最大サンプリング周波数は DAC が 6.5 GHz で

ADC が 4 GHz であるため，低い方に合わせて 4 
GSa/s で 1 Gbaud の 16 QAM 変調ベースバンド信
号を生成した場合，4 Gbit/s の通信が可能となる
見込みである．実際に DAC の出力をオシロスコー
プ（Tektronix DPO72304DX）で観測したところ，
スペクトラムは 1 GHz±500 MHz の帯域を占有し
た（図 2（a））．また，2 GHz ごとに折り返してエ
イリアシングが発生したほか，周波数特性がフラッ
トではなく高周波ほど減衰した．一方，比較参照用
に任意波形発生装置（AWG Keysight M8195A）
を用いて擬似乱数を直交変調したベースバンド信号
を発生させたところ，エイリアシングがなく 1 
GHz±500 MHz の帯域全体でフラットな周波数特
性 で あ っ た（ 図 2（b））． こ の 原 因 と し て は，
RFSoC を 4 GSa/s で駆動しているため 2 GHz ご
とに折り返しひずみが発生してしまうこと，DAC
の直線性が低いこと，及び基板上の各部で高周波成
分が減衰することなどが考えられる．

この DAC を用いて疑似乱数を生成し，シンボル
間干渉を回避するためのナイキストフィルタ（ロー
ルオフフィルタ）を適用した上で SHM の IF ポー
トに入力することで，16 QAM でテラヘルツ波を
変調した．変調波形について観測された 1 Gbaud
コ ン ス テ レ ー シ ョ ン の EVM（Error Vector 
Magnitude）は 6.9 % であった（図 2（c））．また，
EVM はキャリヤ周波数によって大きく変動した．
その原因としては，変復調に用いた SHM の周波数
特性がフラットでないことや，導波管接続部での反
射や定在波の発生などが考えられる．なお，DAC
の前にはナイキストフィルタを入れる必要があるも
のの，本実験のサンプリングレートである 4 GHz

図1　 FPGAに基づく変調テラヘルツ波の生成方法
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は FPGA で FIR（Finite Impulse Response）フィ
ルタの計算をリアルタイム処理するには高速過ぎ
る．そのため，上記の実験では事前に計算された波
形を FPGA 内の Block RAM に保存して出力して
いた．現在，これをリアルタイム動作可能とするた
めに，250 MHz で動作する FIR フィルタを 16 個
並列化してフィルタを実装する方法を提案してい
る．ナイキストフィルタは本来低域フィルタである
が，FIR フィルタの係数を変えれば高域特性を持た
せて，FPGA 内の DAC と伝送線路の周波数特性を
合わせて補償できると考えられる．これによって今
後，任意波形発生装置（図 2（d））に比肩し得る高
品質なコンステレーションを FPGA により生成で
きるようにしていく．また，以上の実験では送信機
と受信機が個別に各 1 台ずつの AMC と SHM を用
いて構成されていたが，今後は 1 台の SHM を送受
信双方向で共用することが望ましい．そこで，
SHM の IF ポートに方向性結合器を接続して送受信
信号を分離する構成を提案している．

また，直交変復調におけるサンプリングタイミン
グについても改善が必要なことが明らかとなってい
る．ADC のサンプリングクロックとシンボルのタ
イミングは，僅かでもずれると復調が困難になる．

特に，移動しながら行われる無線通信ではこのタイ
ミングは受信機の位置に依存して数十 cm の空間周
期（ベースバンド信号の波長に相当）で変動する．
その影響を抑制すべく，より高精度かつ低ジッタの
位相調整を現在実装している．また，移動通信では
距離やアンテナの指向性により受信電力が大きく変
動するが，現在のテラヘルツ検波器（SHM やショッ
トキーバリヤダイオードなど）は概して受信耐性が
低いため，受信電力が上振れすると容易に破壊され
てしまう．そのため，システム構成としては送信電
力を小さくして，受信感度を高くする必要がある．
SHM で生成可能なテラヘルツ波電力は高々数百μ
W 程度であるが，数 m の距離で屋内利用に限れば，
受信側で IF 後に低ノイズアンプ（LNA）を挿入す
ることで，送信側にパワーアンプを用いずとも十分
な SN 比を達成できる可能性がある．

また先述のように，DAC から得られるベースバ
ンド信号は 1 GHz±500 MHz の帯域幅を占有する
が，一般に中心周波数の 50 % もの帯域を通す広帯
域の方向性結合器や帯域フィルタを作製することは
難しい．そこで，1 Gbaud のベースバンド信号を，
例えば一旦 5 GHz 程度の副搬送波により 5 GHz±
500 MHz にアップコンバートするように，複数の

図２ (a)FPGAで生成したベースバンド信号のスペクトル
	 (b) 任意波形発生装置で生成したベースバンド信号のスペクトル
	 (c)FPGAで生成した波形EVM6.9 %　(d) 任意波形発生装置で生成した波形 EVM3.3 %
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アップコンバート先周波数を用意することで，複数
チャネルのベースバンド信号を周波数分割で多重化
できると考えられる．これらの要素技術を総合する
ことで，FPGA を用いるテラヘルツ波の自在な変復
調を目指している．

２.２　�テラヘルツビームステアリングによる�
追従型無線伝送

一般に，送受信アンテナの利得を一定に保った場
合，送受信機間を無線伝送可能な信号パワーはフリ
スの公式に従って周波数の二乗に反比例する（17）．
そのため，マイクロ波帯よりも 2 桁ほど高周波の
テラヘルツ帯では，高指向性ビームにより回折減衰
を補償することが不可欠となり，自由に動く人間や
物体に追従して信号を伝送するビームステアリング
を実現する必要がある（11）．

ビームステアリングにおいては，多数のアンテナ
をアレー化して位相を個別制御するフェイズドア
レーを実装することが基本的なアプローチである．
テラヘルツ帯でも近年精力的な研究開発が行われて
おり，CMOS（18），（19）や BiCMOS（20），（21）による実
装が報告されている．また，光ファイバを介して複
数の光電変換素子を位相差駆動するフォトニクス
ベースのアプローチも研究されている（22）．しかし，
アンテナ利得は開口面積と波長の二乗との比で与え
られることから，波長 1 mm（300 GHz）のテラ
ヘルツ波を 1 m の距離にわたって回折減衰なく伝
送するには，3 cm 角大の開口面積が必要となる．
加えて，グレーティングローブを抑制するには，隣
接する放射素子間の間隔を波長よりも短くせねばな
らない．更に，ビームを大きく傾けると基板上で表
面波が励振されて効果的な放射が困難になるため，
それを抑制することも重要となる．能動素子をア
レー化して電力合成やビームステアリングを行う
フェイズドアレーの重要性は明白であるものの，テ
ラヘルツ帯でこれらを満たすアレーを実装すること
は依然として挑戦的な技術課題である．

一方，回折素子を介して単一の能動素子の出力を
指向性ビームに変換する受動型のアプローチも検討
されており，大面積化に加えて増幅器との結合可能
性や送受信動作の可逆性の点で能動型と相補的なメ
リットを持つ．可変な回折を実現する上で，低損失
で広帯域の移相器の実現もまた課題として残されて
いるものの，例えば静電駆動型の可変回折格子（23）

や，CMOS ベースの再構成可能なメタサーフェスに
よるビームステアリングが可能である（24）．しかし，
回折素子への入出力に空間光学系を用いると系全体

の大形化を免れない．平面集積化のためには開口を
導波構造と一体化することが有効と考えられる．例
えば，誘電体導波構造と一体化されたルーネブルグ
レンズを用いて，給電ポートの選択により構造端部
からのビーム出射方向を離散的に切り換える手法が
提案されている（25）．端部におけるインピーダンス
整合を実装しつつ給電点を連続的に変化させれば，
水平方向のビームステアリングが可能になる一方，
垂直方向まで含めた 2 軸ビームステアリングには
対応していない．

筆者らは最近，2 軸ビームステアリング可能なテ
ラヘルツ平面アンテナの実装法として，二次元漏れ
波構造中の実効屈折率分布を変調する方法を提案し
ている（図 3（a））（26）．例えば，対向する導体平
板間を伝搬するモードの実効屈折率は平板間の距離
に依存するため，それらの距離及び傾斜を微小変化
させると内部を伝搬するテラヘルツ波の波数及び軌
跡を制御でき，端部あるいは表面から出射するビー
ムをステアリングできる．首振り式のアンテナとは
異なり，微小な機械変位に対しててこを利かせるよ
うにして，大きなビーム偏向角を得られるようにす
る点が小形化・高速化に向けて重要である．その実
装には，例えばピエゾアクチュエータやボイスコイ
ルモータ，あるいは MEMS などを用いることがで
き，カメラの手振れ補正やズームなどで用いられて
いる信頼性の高い技術を援用できると考えられる．
入出力ポートから放射開口までを導波構造上で平面
集積化することで大開口化が容易になる上，天井や
壁など環境側への組込みも可能になる．将来的に，
可視光帯における液晶のようにテラヘルツ帯で低損
失な可変屈折率媒質が実現された場合には，同じ考
え方を適用して微小機械駆動を置換することができ
る．これまでに，260 GHz において水平方向に 50°
幅，垂直方向に 20° 幅，最大アンテナ利得 28 dBi で
3 dB 帯域幅が 20 GHz 程度の 2 軸ビームステアリ
ングを行えることを原理実証している（図 3（b））．
現在，導波構造の作製方法を改善することで，アン
テナ利得の変動抑制やステアリングの範囲拡大並び
に高速化に取り組んでいる．

ユーザの身体動作に追従しながらテラヘルツ波
を伝送するためには，体動を上回る速さのビームス
テアリングが必要となる．高速な身体動作の例とし
て野球の投球を考えると，肘の角速度は 2,400deg/s
に達し（27），前腕の長さを 0.7 m とすると先端速度
はおおむね 30 m/s となる．このことを踏まえると，
一人のユーザが身に着けた端末の追従に必要なビー
ムの最大先端速度 を =30 m/s とすることは合
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理性がある．今，テラヘルツ波の波長を 1 mm
（300 GHz），アンテナ利得を 20 dB（リニア値
を考えると =100）とするとき，ビーム幅 はお
おむね から 0.35 rad（20°）程度とな
る．このとき，身体側の移動端末と環境側の固定端
末との距離 を仮に =2 m とすると，2 m 先での
ビーム径 は =70 cm となる．速度 の
移動体が幅 の領域を横切るのに要する時間

は 24 ms となるため，ビー
ムステアリングのフィードバック周期（現在の観測
値に基づいてビーム方向を次の値に更新するまでの
時間）はτよりも短くする必要がある．このとき
ビーム方向の切換に要求される角速度 は
15 rad/s（860 deg/s）よりも速い必要があるが，
この値自体は一般的なアクチュエータの回転・傾斜
速度に鑑みると厳しくない要求と言える．また，例
えばビーム角変位に約 60 倍のてこが利くようなシ
ステム（28）であれば要求される角速度は 1/60 に緩
和される．ただし，逆に角度の決定精度は向上させ
る必要がある．

なお，上記はあくまで位置が既知のシングルユー

ザへの追従を考慮して見積もられた値であり，ユー
ザ位置が未知でその探索を行う場合や，複数のユー
ザに対して時分割伝送を行う場合には，これよりも
1 桁以上高速なステアリングが要求されると考える
べきである．また，信号強度を最大化する方向の探
索アルゴリズムの高速化も必要となる．その際，指
向性ビームの方向だけでなく幅や形状を可変にする
ことで，探索当初は指向性を低下させて広範に探索
し，リンクが確立されたら指向性を高めるといった
制御を行うことも重要になる．筆者らは現在，開発
されたビームステアリング手法に基づく身体追従型
無線伝送の実装に取り組んでおり，今後システムレ
ベルでの最適化に注力していく．

 3	 	大容量感覚情報の伝送に基づく認識行動の拡張

前章までに述べられたテラヘルツ無線技術によ
り高速大容量・低遅延に感覚情報を送受信する基盤
を構築できれば，人間の認識行動を拡張する新たな
可能性が開かれる．本章では，その実現に向けて筆

図３　２軸ビームステアリング可能な漏れ波アンテナの作製と260 GHzにおける実験結果の例
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者らが，現時点では有線あるいは低速な無線を用い
て取り組んでいる具体的な研究プロジェクトを，

「空間知覚」と「運動学習」という二つの側面から
紹介する．ここで筆者らが特に対象とするのは，人
間の知覚限界を超えた感覚情報の送受信である．例
えば，視覚の時間分解能を超えたフレームレートの
データや複数人分の視界データなどを伝送しつつ，
その情報をウェアラブルシステムにおける処理を通
して感覚に還元するアプローチを検討している．ま
た，力触覚を介した運動感覚支援により，特定の技
能・拡張体験の実現やモチベーション支援を行う技
術の概念実証を行っている．これらのアプローチを
通して，今後テラヘルツ無線技術によって高速大容
量・低遅延なデータ伝送が可能になった場合に，
ユーザが獲得する情報の量的変化が認識や行動にも
たらす変化を考察していく．

３.１　空間知覚の拡張
人間は自身の視界に基づいて空間を認識し行動

するのが通常であるのに対して，工学的な手法を用
いると他者の視界に没入することができるようにな
る．例えば，ある地点（現地とする）のユーザに装
着されたカメラの映像を，異なる地点（遠隔地とす
る ） の ユ ー ザ が HMD や AR（Augmented 
Reality）グラスなどを装着して視聴するテレプレ
ゼンスシステムを用いると，遠隔地側のユーザが現
地側のユーザに憑

ひょう

依
い

しているかのような体験を作り
出し，遠隔地側からの作業支援を促進できることが
示されている（29）～（33）．筆者らも，複数のユーザが
各自の周囲を 360° カメラで撮影して遠隔地側の
ユーザに伝送するテレプレゼンスシステムを開発し
ており，遠隔地側のユーザ（例えば遠出しにくい高

齢者）が現地側のユーザと一緒に歩いているかのよ
うな体験を実現してきた（34），（35）．

これらのシステムにおいては，ユーザ間の関係性
は非対称になっており，カメラを装着して映像・音
声をストリーミングする現地側のユーザと，端末を
利用してそれを視聴し，その環境に没入する遠隔地
側のユーザという役割に分かれている．そのため，
一方通行の没入体験や指示，作業支援などは可能だ
が，本来の人間同士のコミュニケーションが持つ双
方向性は実現しにくい．双方向性を実現するには，
遠隔地側ユーザからも現地側ユーザに向けて映像を
伝送することが考えられるが，両ユーザの関係性が
対称的なものとなる場合，自身の環境と他者の映像
という二つの視界に同時に没入することは難しい．

筆者らは，これまでに得られた映像共有に伴う空
間知覚の知見を土台に，複数ユーザの視覚情報を統
合することで空間知覚を拡張することを目指してい
る．その実現のためには，「ユーザが何をどう見て
いるか」だけでなく，「他者と見る・他者を見る」
というユーザ間の相互作用に注目する必要がある．
そのための具体的な取組みとして，複数のユーザが
異なる空間にいる場合と同じ空間にいる場合のそれ
ぞれについて，感覚情報を共有する自由視点遠隔随
行システムと動的知覚共有システムの二つの事例を
紹介する．

３.１. １　自由視点遠隔随行システム
遠隔地にいる複数のユーザが，それぞれの環境と

体験を相互共有可能な対称形ウェアラブル・テレプ
レゼンスシステムを開発している（図 4）（36）．こ
のシステムでは，各ユーザが 360° カメラと AR グ
ラスを装着して映像の送信と受信を同時に行い，自

図４　複数のユーザが相互の視界を通して環境と体験を共有する対称形ウェアラブル・テレプレゼンスシステム
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身の視界に他者の視界を重畳表示する．これによ
り，自身及び他者が存在している複数の空間を同時
に知覚できるようになる．ユーザ間の映像切換方法
を制御することで遠隔ユーザ同士の協調作業への効
果を検証することができる．例えば，一方のユーザ
の存在をもう一方のユーザに提示する方法を変更す
ることで，協働的な空間知覚や相互連携を向上させ
ることや，両者の歩行速度差などの行動の近さに応
じて視界を交換することで体験の同時交換を実装で
きると考えられる．

また，システム内にロボットやドローンを介在さ
せることで，ユーザの体験を人間同士では実現でき
ないものへと拡張することもできる．例えば，ユー
ザ動作と連動するロボットやドローンの外観を視界
上で実効的に消失させたり，複数台の連動動作を一
つのアバタやオブジェクトとして統合提示したりす
るシステムの開発を行っている．このような「現実
感編集技術」によって，ユーザの集中力や学習効率
を向上させたり，ユーザ間のコミュニケーションを
支援したりすることを目指している．

３.１. ２　動的知覚共有システム
同じ空間にいる複数のユーザ間で視覚を交換す

ることで，他者の視界を自身の視界に映画的に導入
することを試みている．通常，映画の撮影現場では
一つの空間を複数台のカメラが取り囲み，鑑賞者は
それらにより撮影・編集された多角的な映像体験を
事後的に受容する．一方，我々の日常生活でも，長
時間にわたり同じ空間を複数人で経験しており，そ
こには複数のカメラ，すなわち「意思を持った眼」
が存在する．しかるに我々は，自身の眼だけを使っ
て空間を経験するが，もし他者の視界も同時に知覚
されるならば，我々の空間認識はどのように変化す
るだろうか，という問いを立て，その検証を行う実

験系を設計した．具体的には，周囲撮像用のカメラ
を組み付けた HMD を用いて，複数の HMD 間でリ
アルタイムかつ双方向のデータ伝送を可能にするこ
とで，任意のユーザ間で視界を交換できるようにす
る．その交換の制御則を変化させることで，自身の
視覚に他者の視覚を映画的に導入することができる．
他者の視界が混み込まれたマルチ・パースペクティ
ブな視覚体験を通して，自身が属する空間を認識し
行動することができる．筆者らは，このようなシス
テムをパブリックイベントなどで実演し（37），（38），視
界共有下の認識行動を探索的に調査している（図 5）．
この研究の長期的な目標は，人間が他者の感覚器官
も自然に使いながら生活するような状況を実現する
設計論の確立であり，無線通信により知覚情報が瞬
時に宙を飛び交う未来における新たな知覚の遠近法
を協創することである．

３.２　運動学習の拡張
ユーザに対する身体的な情報の提示方法を編集

することで，運動学習を拡張する試みが多くなされ
てきている．例えば，三人称視点から見た自身の運
動中の映像を提示することで，ユーザ自身に自覚的
な運動修正を促す手法（39），（40）や，運動に応じて補
助的に触覚提示を行う手法（41），（42）が提案されてお
り，一定の成果を挙げている．また，単一の感覚だ
けでなく複数のモダリティを複合的に組み合わせる
ことで，特定の身体技能の習得時間を短縮した事例
が報告されている（4）．しかし，失敗を繰り返すこ
とによる自己効力感低下の阻止や，新しい技能の習
得に向かうためのモチベーションの支援は依然課題
として残されている．近年では，例えばけん玉を題
材として，VR（Virtual Reality）空間内で時間伸
縮を調整して初学者が成功体験を積み重ねること
で，無理なく運動技能を習得可能なシステムが提案
されており（43），その適用可能範囲について検討が
行われている．

筆者らは，力触覚を介した運動支援によりユーザ
が特定の運動技能の成功体験を実空間で積むことを
支援しつつ，その支援量を適切に制御することでモ
チベーションの維持・支援と運動学習を両立する技
術の概念実証を行っている．また，視覚の時間分解
能を超えた高フレームレートの撮像・視聴を通し
て，リアルタイムなスローモーションを体感するこ
とで認識行動を拡張する時間変調システムの研究を
行っている．ここでは，これらの二つの事例を紹介
する．

図５　Lived Montageの実演の様子
（文化庁メディア芸術祭25周年企画展）
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３.２. １　把持型道具使用支援システム
これまで筆者らは，運動能力の拡張（44）や時空間

を超えた運動の拡張（45）に関する研究に取り組んで
きた．腕力や技量に差があるユーザ同士が身体的な
競技を行う際に，例えば綱引きやエアホッケーを題
材として，ユーザの動作をセンシングしながらシス
テムが介入して，ゲームバランスを動的調整するプ
ラットホームを構築してきた．筆者らはそれらの研
究を通して，システムがユーザの動作に介入する際
にユーザの行為主体感を損なわないようにすること
の重要性を明らかにしてきている．行為主体感は，
例えばスポーツトレーニングやリハビリテーション
において，体のケアだけでなく，モチベーションや
自己効力感を高める心のケアの面から重要であるこ

とが知られている（46）．無線通信の援用により身体
への負荷や拘束を最小限に抑えつつセンシングやア
クチュエーションを行い，行為主体感を損なうこと
なく成功体験を提供して，体と同時に心の支援を実
現することを目指している．

現在，このようなケーススタディの更なる拡充に
向けて，把持型の道具を介して技能動作を支援する
システムの構築を行っている．具体的には，図 6
に示す装着型装置を開発している（47）．

この装置はユーザの前腕に装着され，ユーザが把
持する道具に対してリンク機構を介したアクチュ
エーションを行うことで，運動への介入や支援，あ
るいは触力覚の提示を行う．装置及び道具の位置・
姿勢はモーションキャプチャシステムによって約

図６　道具に対して力触覚を提示する装着型装置

図７　 彫刻作業支援システム（上左）及びそれを用いた彫刻作品（上右）
VR空間における力触覚提示（下）
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300 fps のフレームレートで計測され，それを基に
提示されるフィードバック力が計算される．被験者
実験の結果，非接地型の装着装置でありながらユー
ザに対して外力を知覚させられることが分かった．
また，これを用いてユーザの手の運動を三次元的に
誘導可能であることが分かった．

開発した装置がどのような状況で有効か，またど
のような運動支援や介入が可能になるかについて，
複数のユースケース状況を想定しつつ検討を進めて
いる．一例として，図 7（上左）に示されるように
ホットナイフを用いた彫刻作業の支援を検証し，特
別な技能を持たない初心者であっても力覚を提示し
て運動をガイドすることで，目的とする三次元形状
を削り出すことを支援できることが示された（図７

（上右））．また，図 7（下）で示すような VR 空間
での作業や活動に対しても，提案装置によって力触
覚を付与することで臨場感を高められることが示さ
れた．

ユーザ動作のセンシングは現在モーションキャ
プチャに基づいており，そのトラッキング精度はカ
メラの画素数や感度，フレームレート性能とともに
向上する．一方，今後はユーザ動作のセンシングの
みならず，ユーザの行為の結果に対するセンシング
も重要になる．そのためには，例えば高精細な立体
情報を取得可能なセンサ等を装置に組み合わせてい
くことが考えられる．これらの大容量データを高
速・低遅延に無線伝送できるようにすることで，人
間と機械の認識行動を協調させることを目指してい
る．また，今後，このようなケーススタディを更に
拡充させていくことで，行為主体感を損なうことが
ないユーザ支援の一般的な方法論を構築し，多様な
運動学習の拡張の実現を目指していく．

３.２. ２　時間感覚変調システム
人間の視覚の時間分解能は通常高々 30 Hz 以下

であることが知られており，実際多くの映像コンテ
ンツも 60 fps までのフレームレートで作成されて
いる．それでは，人間の視覚拡張において映像がこ
れ以上のフレームレートを持つ意義はないのだろう
か．この問いに対して筆者らは，リアルタイムにス
ローモーションを知覚するという時間的編集の実装
において，通常の知覚限界を超えた高フレームレー
トの映像が必要になると考えている．これまで筆者
らは，本来共存しないリアルタイムとスローモー
ションを共存させるフレームワークを提案してき
た．両者の原理的な共存不可能性は，二つのリアル
タイムストリーミング映像を並べ，片方だけをス
ローモーションに切り換えると両者のかい離がどん
どん広がっていくことを考えれば理解できる．それ
に対して提案するフレームワークでは，主観的現在

（今）の短い幅の中に小さなスローモーションを畳み
込むことで，リアルタイムからかい離せずに追従し
続けるスローモーション体験を実現する．左右の網
膜像の統合を用いた実装（図 8）では，ユーザがリア
ルタイムからかい離しないスローモーション体験を
獲得したことが心理実験により示唆されている（48）．
これは，本来空間的な情報の増強に使われる二つの
レイヤ（この実装では両眼の網膜像）を，時間方向
の情報のキャパシティに割り当てるという発想であ
るとも言える．

このシステムにより，日常的には知覚し得ない時
間スケールの運動を認識することができるようにな
ると考えられる．しかし，例えば 0.1 倍速のスロー
モーションを，最終的にフレームレート 30 Hz で
出力するには，元々 30×10 ＝ 300 Hz のフレーム

図８　両眼統合を用いた時間変調システム
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レートを伝送映像が持っている必要がある．空間中
をアクティブに動き回るユーザが常に目の前の現象
のスローモーションを体験するという状態を成立さ
せるには，このように大容量の高フレームレート映
像を無線伝送可能な技術基盤が不可欠である．今
後，これまで有線あるいは低速な無線により部分的
に実装してきたデータ伝送部分を，テラヘルツ無線
技術で実装することで，このようなスローモーショ
ン体験がユーザの運動学習に与える影響を調査して
いく．

	4	 　おわりに
人間の認識行動を拡張するには，高精細な感覚情

報を低遅延で双方向伝送できる無線通信が不可欠で
あり，広大な帯域幅を有するテラヘルツ無線技術は
それを可能にする重要な基盤となる．人間の視力限
界に迫りつつある映像メディアと無線通信の共進化
は，人間拡張工学と無線通信の共進化に継承され，
そこでは各人の身体を起点とするファースト・ワン
メータの広帯域化が重要になると考えられる．本稿
では，このような問題意識の下でテラヘルツ無線技
術と人間拡張工学を通貫して研究開発する筆者らの
取組みについて概説した．

特に大容量の感覚情報の伝送が重要となる事例
として，複数人の視界を統合して空間知覚を拡張す
る自由視点遠隔随行システムや動的知覚共有システ
ム，並びに身体への情報提示方法を編集して運動学
習を拡張する把持型道具使用支援システムや時間感
覚変調システムを紹介した．現時点ではまだ低速な
無線伝送を用いて実装されたこれらのプロトタイプ
は，人間拡張に向けたシステム設計論を明らかにし
つつあるとともに，今後の高速大容量化・低遅延化
への要求仕様を明確化しつつある．特に今後，身体
内外の情報を例えば 360° カメラ，ライトフィール
ドカメラ，ハイスピードカメラ，モーションキャプ
チャ，超音波エコー，多点生体電位計測，BMI な
どにより高精細に取得して伝送するには，Tbit 級
を見込む高速大容量化・低遅延化が重要になると考
えられる．現在，その実装に必要な FPGA ベース
のテラヘルツ変復調や身体追従型のテラヘルツビー
ムステアリングの技術を併せて研究開発している．
これらの取組みを通してファースト・ワンメータを
広帯域化し，人間の認識行動を拡張することを目指
していく．
謝辞　本研究は NICT Beyond 5G 研究開発促進
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	1	 はじめに
NTT が将来的なコミュニケーション基盤として

提案するIOWN（Innovative Optical and Wireless 
Network）構想では，宇宙通信の拡張を柱の一つ
に位置付けている（1）．図 1 は，IOWN 宇宙統合コ
ンピューティング・ネットワークの構想を示す．本
構想では，統合インフラは RF（Radio Frequency）
無線や光無線で接続され，究極的には複数の衛星や
高 高 度 プ ラ ッ ト ホ ー ム（HAPS: High Altitude 
Platform Station） で 処 理 を 分 担 す る 分 散 コ ン
ピューティングにより，宇宙で発生するデータを宇
宙で処理・分析を完結させることで，地上の災害な
どの影響を受けず，宇宙で自立して接続可能なイン
フラを目指している．

宇宙統合コンピューティング・ネットワークは三
つの機能に対応している．一番目は宇宙センシング
で，地上ネットワークが届かないエリアでの IoT

（Internet of Things）通信と衛星からの観測によ
る，地球規模の包括的なセンシングの実現を目指し
ている．二番目は宇宙データセンターで，光電融合
による衛星搭載機器の低消費電力化を実現すること
で，大容量の光無線通信とコンピューティング処理
を備えたインフラを整備し，より即応性のある様々
なアプリケーションを開発可能にすることを目指し

て い る． 三 番 目 は 宇 宙 RAN（Radio Access 
Network）で，Beyond 5G（第 5 世代移動通信シ
ステム）／ 6G（第 6 世代移動通信システム）時代
に向け，地上と静止軌道（GEO: Geostationary 
Earth Orbit） 衛 星， 低 軌 道（LEO: Low Earth 
Orbit）衛星，無人の飛行機や飛行船などをプラッ
トホームとして通信する HAPS などの通信インフ
ラを統合し，超カバレージ・超耐災害性などを目指
している．NTT では宇宙統合コンピューティング・
ネットワークの実用化に向けて各機能の研究開発を
推進している（2）． 本稿では宇宙 RAN の中で，我々
の研究開発グループが注力して取り組んでいる「多
層型 NTN（Non Terrestrial Network）」に関する
研究開発を紹介する．

	2	 �多層型NTNによる	Beyond 5G/6G通信サービス

２.１　コンセプト
図 2 に多層型 NTN による Beyond 5G/6G 通信

サービスのイメージを示す . Beyond 5G/6G 時代
に向けた研究や検討が各国で開始されており，これ
まで地上モバイルのサービスエリアとすることが困
難であったエリアにおけるサービス提供（地上モバ
イルサービスの超カバレージ化）もその研究の柱の
一つと位置付けられ，衛星通信や HAPS 通信の活
用が検討されている（3）．超カバレージの概念には
離島や山間といった地上のルーラルエリアだけでな
く，上空・海・宇宙も含まれ，一般に「NTN」と

Beyond 5G/6Gに向けた多層型NTNの
アーキテクチャと経路制御技術
Multilayer NTN Architecture and Routing Method for Beyond 5G/6G 

加納寿美 Hisayoshi Kano†　松井宗大 Munehiro Matsui†

阿部順一 Jun-ichi Abe†　山下史洋 Fumihiro Yamashita†

Summary NTT では IOWN（Innovative Optical and Wireless Network）構想の柱の一つとして宇宙通信の拡張を位
置付けており，現在，関係機関と連携しながら，宇宙統合コンピューティング・ネットワークの構想を掲

げ，上空 20 km の成層圏に無人飛行体を停留させる高高度プラットホーム（HAPS），宇宙空間の低軌道と静止軌道まで視野
に入れた垂直方向の宇宙通信・コンピューティングインフラの構築を目指している．本稿では，Beyond 5G（第 5 世代移動通
信システム）／ 6G（第 6 世代移動通信システム）時代の超カバレージモバイルサービスを実現するため，HAPS と低軌道と
静止軌道まで視野に入れた垂直方向の多層型 NTN（Non Terrestrial Network）に関する研究開発を紹介する．
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呼称される．NTN では，汎用のスマートフォンを
用いた携帯電話サービスに加え，船舶・自動車・監
視制御などの自動化・無人化で衛星通信や HAPS
通信が利用されることが予想されている．このと
き，地上ネットワークを利用可能なエリアについて
は地上ネットワークを利用し，地上ネットワークの
通信エリア外では衛星通信や HAPS 通信を利用す
るなど，地上と上空のハイブリッドなネットワーク
構成となる．これまでは衛星通信とモバイル通信は
通信プロトコルが互いに独立し，インタフェース仕
様も分かれていた．これに対し，今後は Beyond 
5G/6G 時代の超カバレージサービスを見据えて，

5G 通信の仕様の一部を衛星通信用にカスタマイズ
した汎用チップを端末や基地局に実装することによ
り，衛星と地上のシームレスな通信接続が期待され
る．衛星通信と HAPS 通信に対するアクセスサー
ビスを統合した宇宙 RAN により超カバレージサー
ビスを実現することで，災害対策だけではなく，離
島やへき地の通信エリア化，飛行機や船舶などの通
信環境の飛躍的な改善など，利便性の向上や新たな
付加価値が提供可能となる．

図 3 に，宇宙 RAN における多層型 NTN のイ
メージを示す．上空方向のネットワークとして最大
3 種類（GEO 衛星，LEO 衛星，HAPS）のプラッ

図1　 IOWN宇宙統合コンピューティング・ネットワーク

図２　多層型NTNによるBeyond 5G/6G通信サービス
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トホームの利用を想定している．これらは，カバ
レージ・コスト・伝搬遅延・技術成熟度の観点でそ
れぞれ一長一短がある．例えば，地上から高度
36,000 km 程度に位置する GEO 衛星は 1 機当り
のカバレージが最大であるが，衛星と地上間の伝搬
遅延が 250 ms とトレードオフがある．一方で，地
上から高度 1,000 km 程度に位置する LEO 衛星は，
衛星と地上間の伝搬遅延が数 ms 程度と GEO 衛星
と比較して 100 分の 1 程度と短い．しかし，GEO
衛星が地上の 1 点からほぼ静止しているように見
えるのに対して，LEO 衛星は上空を時々刻々と移
動するため，常時接続性を維持するには多数の
LEO 衛星を打ち上げる必要がある．地上から高度
20 km 程度に位置する HAPS は地上との伝搬距離
が短く，汎用スマートフォンからのダイレクトアク
セスやスポットエリアでのブロードバンドサービス
を提供できる可能性が高いが，日本上空で安定した
飛行や通信技術を確立し，低価格な通信機器が普及
するまでには時間を要する．以上のことから，
Beyond 5G/6G 時代では各国の地域特性や通信事
情 も 勘 案 し， 地 上 と GEO 衛 星 ／ LEO 衛 星 ／
HAPS をベストミックスさせて柔軟に接続する世界
となることが想定される．

地上基地局の設置が不可能な海上などのサービ
スでは，GEO 衛星／ LEO 衛星／ HAPS と地上基
地局との通信回線であるフィーダリンクを，陸地に
設置された地上基地局と接続する必要がある．しか
し，高度が低くて 1 機当りのカバレージが狭い
HAPS は，地上基地局が通信エリア外に存在し
フィーダリンクを接続できない環境で運用するケー
スも想定される . HAPS と地上基地局を接続するた
め， 隣 接 す る HAPS 間 や，HAPS と 衛 星 を ISL

（Inter Satellite/HAPS Link）で相互接続するマル
チホップ接続が必要となる． ISL は，通信リンク

の大容量化や，ほかの無線システム間との煩雑な周
波数調整が不要なことから，自由空間光通信（FSO: 
Free-space optical communication）の利用が検
討されている（4），（5）．NTN 内におけるトラヒック
の通信経路は，地上に配置したネットワークコント
ローラが一元的に決定することを検討している．
ネットワークコントローラは，通信経路の導出に必
要な各種情報を集約し，導出した通信経路の情報を
衛星／ HAPS に通知する．

このようなシステムにおいて，例えばアップリン
ク通信の場合，スマートフォンなどのユーザ端末

（UE: User Equipment）から送信されたトラヒッ
クを NTN 経由で地上基地局に転送し，モバイル通
信のネットワークに収容する．

２.２　実現までのマイルストーン
図 4 に，我々の研究開発グループが考えている，

多層型 NTN 実現までのマイルストーンを示す．ス
マートフォンのサービスカバレージ拡大を中心に考
えると，まずは低高度で汎用スマートフォンからの
ダイレクトアクセスが可能なHAPSを利用したサー
ビスを STEP1 として目指している．一方で，1 機
当りのカバレージが狭い HAPS のみで日本全土や
排他的経済水域（EEZ）を通信エリア化すること
は，設備投資や導入スケジュールの観点から現実的
ではなく，早期展開を見据えて HAPS と GEO 衛星
の連携を STEP2 として目指している．最後に
STEP3 として，近年注目を集めているブロードバ
ンド LEO 衛星との連携を組み込むことで，多層型
NTN を完成させることを目指している．

	3	 多層型NTNの実現に向けた主要技術
本章では，地上セルラ網と GEO 衛星／ LEO 衛

図３　宇宙RANにおける多層型NTNのイメージ
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星／ HAPS を柔軟に接続する多層型 NTN の実現に
向けて，我々のグループが研究開発を進めている技
術について紹介する．

３.１　ネットワークアーキテクチャ
GEO 衛星／ LEO 衛星／ HAPS 及び地上セルラ

網を組み合わせてトラヒックを収容する場合，ネッ
トワークのアーキテクチャ設計が重要となる．例え
ば，GEO 衛星／ LEO 衛星／ HAPS に対し，5G の
基地局である gNB（gNodeB）を搭載するか、しな
いかにより，ネットワークアーキテクチャやトラ
ヒックのルーチング方法が異なる．我々の研究開発
グループでは，ネットワークアーキテクチャ及び無
線伝送技術について，スマートフォンなどの UE 接
続構成や gNB の配置パターンから分類して検討を
行っている．

UE 接続構成は，UE の接続形態や衛星／ HAPS
における信号中継形態などに応じて，様々な構成が
考えられる．衛星／ HAPS における無線信号の中
継形態として，受信した無線信号を変復調せずに信
号電力増幅や周波数変換のみを行い，フィーダリン
ク接続された地上基地局や ISL 接続された衛星／
HAPS に転送する非再生中継型と，衛星／ HAPS
において受信信号を復調し再変調して転送する再生
中継型が考えられる．再生中継型は非再生中継型と
比較して衛星／ HAPS における付加雑音軽減によ
るリンクバジェット（通信経路上の利得と損失の合
計）の改善などの利点がある一方，変復調装置を衛
星／ HAPS に搭載する必要があるため，衛星／
HAPS に求められる重量や電力供給の要求が高くな
る欠点があり，衛星／ HAPS の性能なども考慮し
て構成を選択する必要がある．

gNB の配置パターンは，3 パターン（UE 側に配
置，衛星／ HAPS 上に配置，地上基地局側に配置）
が考えられる．図 5 は，gNB を UE 側に配置する
場合の構成を示す．UE は，統制局からの制御を受
けて運用される小形地球局である VSAT（Very 
Small Aperture Terminal）局に gNB を搭載した
ものなどを経由して，衛星／ HAPS に接続するイ
ンダイレクトアクセス型のセルラバックホール接続
となる．セルラバックホール接続では，NTN 区間
のバックホール回線に VSAT 回線の使用が考えら
れる．衛星／ HAPS における信号中継形態として
は，再生中継型（① -1）と非再生中継型（① -2）
の両方が考えられる．

図 6 は，gNB を衛星／ HAPS 上に配置する場合
の構成を示す . UE は衛星や HAPS と直接通信を行
うダイレクトアクセス型の接続（②）と，IAB

（Integrated Access and Backhaul）ノードを介し
て衛星や HAPS に接続するインダイレクト型の
IAB リレー接続（③）が考えられる．

図 7 は，gNB を地上基地局側に配置する場合の
構成を示す．UE は衛星／ HAPS と直接通信を行う
ダイレクトアクセス型の接続と，リレーノードを介
して衛星／ HAPS に接続するインダイレクトアク
セス型の IAB リレー接続がある．ダイレクトアク
セス型の接続においては，衛星／ HAPS が非再生
中継型である構成（④）と，衛星／ HAPS が再生
中継型で IAB ノードを搭載した衛星／ HAPS に接
続する構成（⑤）が考えられる．インダイレクトア
クセス型の接続においては，IAB ノードを介して衛
星や HAPS に接続する IAB リレー接続が考えられ
るが，衛星／ HAPS に IAB ノードを搭載し中継を
行う構成（⑥），衛星／ HAPS に IAB ノードを搭載

図4　多層型NTN実現に向けたマイルストーン



162 通信ソサイエティマガジン　No.70  秋号 2024

せずに非再生で中継を行う構成（⑦）が考えられ
る．

上記構成を一覧化したものを表 1 に示す．ユー
スケースごとに要求される QoS や収容キャパシ
ティなどによって，最適な構成が変わると考えられ
る．また，衛星／ HAPS の性能などによる非再生
中継型／再生中継型の適用可否のほか，UE の性能
などの制約条件も存在するため，ユースケースごと
の最適構成の検討や多層型 NTN の段階的な構築の
検討などを基に，取捨選択や段階的な構築の検討を
行う必要があると考えられる．

３.２　降雨減衰補償技術
NTN サービスにおいて，モバイルユーザを想定

したサービスリンクの高速化に伴い，それを束ねる
衛星／ HAPS と地上基地局間のフィーダリンクに
は，より大容量の伝送容量が求められる．このた
め，フィーダリンクの周波数として WRC（World 
Radiocommunication Conference）-19 で新たに
割当された 38.0～39.5 GHz 帯を中心とした 36.0
～42.5 GHz の Q バンドを活用することが検討さ
れている（6），（7）．しかし，当該帯域はこれまでの衛
星通信で広く利用されてきた Ku バンド（10.6～
15.7 GHz）や Ka バンド（17.3～31.0 GHz）など
と比較して高い周波数帯であるため，降雨による減
衰量が大きい（8），（9）．そのため，日本のような多雨
地域では可用性を向上するための降雨減衰補償技術
が必要となる．降雨減衰補償技術として，複数設置
した地上基地局から通信環境の良い方を選択して
フィーダリンクを接続する，従来からのサイトダイ
バーシチ技術に加え，フィーダリンクを接続する地

表1　建材の複素誘電率

gNB の配置 衛星 /HAPS の
信号中継

UE の
接続構成 NTN 区間の回線

① -1 UE 側 非再生中継型 インダイレクト
アクセス

VSAT 回線
（gNB- 地上基地局）

① -2 UE 側 再生中継型 インダイレクト
アクセス

VSAT 回線
（gNB- 地上基地局）

② 衛星 /HAPS 搭載 再生中継型 ダイレクト
アクセス

5G 回線（UE- 衛星 /HAPS）
VSAT 回線（衛星 /HAPS- 地上基地局）

③ 衛星 /HAPS 搭載 再生中継型 インダイレクト
アクセス

VSAT 回線
（IAB ノード - 地上基地局）

④ 地上基地局側 非再生中継型 ダイレクト
アクセス

5G 回線
（UE- 地上基地局）

⑤ 地上基地局側 再生中継型 ダイレクト
アクセス

5G 回線（UE- 衛星 /HAPS）
VSAT 回線（衛星 /HAPS- 地上基地局）

⑥ 地上基地局側 再生中継型 インダイレクト
アクセス

VSAT 回線
（IAB ノード - 地上基地局）

⑦ 地上基地局側 非再生中継型 インダイレクト
アクセス

VSAT 回線
（IAB ノード - 地上基地局）

図5　gNBをUE側に配置した構成

図6　gNBを衛星／HAPS上に配置した構成

図7　gNBを地上基地局側に配置した構成
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上基地局を降雨予測に基づいてプロアクティブに切
り換える技術（10）や，衛星／ HAPS がカバレージ
内に複数設置された地上基地局のいずれとも通信不
可な場合に，衛星／ HAPS 間の ISL を介して通信
可能な地上基地局を有する衛星／ HAPS まで，
NTN 内でトラヒックを転送する降雨う回制御技術
について研究開発が進められている．特に HAPS
は，衛星と比較して低高度なため 1 機当りのカバ
レージが狭く，線状降水帯のように降雨領域が広い
場合は，降雨減衰の影響で通信可能な地上基地局が
存在しないことが想定される．そのため，我々の研
究開発グループでは降雨う回制御に着目し，NTN
内における適切なトラヒックの転送経路を導出する
NTN 経路制御技術を検討している．

３.２. １　検討対象の多層型NTN構成
図 8 は，我々が NTN 経路制御技術の検討を進め

る上で，検討対象としている多層型 NTN の構成を
示す． NTN は 1 機の GEO 衛星と複数機の HAPS
か ら 構 成（ 図 4 の Step2 に 該 当 ） し，gNB は
HAPS に搭載して地上の UE と直接通信する（図 7
及び表 1 の②に該当）． サービスリンクは，UE と
して汎用スマートフォンの利用を想定し，地上のモ
バイルネットワークと同様に 5G 新無線周波数帯の
n1（2 GHz 帯）を用いる． 2 GHz 帯は降雨によ
る減衰量が非常に小さいため，本検討ではサービス
リンクは降雨減衰の影響を受けないものとした．衛
星／ HAPS の信号中継形態は，各伝送路で生じる
通信品質劣化の低減や，地上のネットワークで広く
用いられているレイヤ 3（ネットワーク層）での通
信経路制御が可能なことから再生中継型とし，衛星
／ HAPS にレイヤ 3 のルータ機能を搭載する．ISL
は常時通信可能なものとし，フィーダリンクは降雨

減衰の影響でのみ通信不可になるものとした．この
ようなネットワークにおいて，例えば UE が送信し
たトラヒックを地上ネットワークに転送する経路と
して，複数の HAPS をマルチホップする経路のほ
かに，HAPS から GEO 衛星を経由する経路も考え
られる．複数の経路候補から適切なものを選択する
NTN 経路制御技術を検討している．

３.２. ２　提案しているNTN経路制御技術
多層型 NTN は，衛星／ HAPS の搭載重量制限や

使用可能な電力制限のため，地上 5G や光ファイバ
網と比較して通信リンクの伝送容量が限られる．そ
のため，降雨減衰による伝送容量減少やリンク切
断，災害時のトラヒック流量増加など周辺環境の変
化に柔軟に対応する必要がある．２. １で述べたと
おり， 衛星／ HAPS はプラットホームごとに異な
る特徴を有しており，これらを加味しながら柔軟に
トラヒックを収容する NTN 経路制御技術が必要と
なる．

NTN 経路制御技術として，伝送容量や中継する
ノード数（ホップ数）などから算出したコスト値が
最小のものを通信経路として選択する方法が広く検
討されている（11）～（16）. この中で，我々は式（1）
を用いてコスト値を算出する方法を提案している．

式（1）において， は通信リンク のコスト値，
は通信経路に含まれる通信リンクの総数， は通

信リンク の混雑度， は通信リンク の伝送容
量， は通信リンク のトラヒック流量， は通
信リンク の遅延時間を示す． と は全通信リ
ンクで共通の基準値（値は任意）であり，システム

図8　検討対象の多層型NTN構成

（1）
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の運用方針に応じて設定する． は通信リンク容量
の基準値を示し，リンク容量の上限値などを設定す
る． は遅延時間の基準値を示し，伝搬遅延など
を設定する．提案技術は，降雨減衰によるフィーダ
リンクの伝送容量 の減少，降雨時のトラヒック転
送や災害時のトラヒック流量増加に伴う各通信リン
クの混雑度 に応じてコスト値 が変わる．伝送容
量 が小さい通信リンクや，トラヒックの混雑度
が大きい通信リンクはコスト値 が高くなり，通信
経路として選択される可能性が低くなる．これによ
り，通信リンクに伝送容量を超過したトラヒックが

流入することを回避できる．また，多層型 NTN で
は 衛 星 － HAPS 間 の ISL と HAPS － HAPS 間 の
ISL で伝搬遅延が大きく異なるため，提案技術では
遅延時間も考慮して通信経路を選択する．

	4	 NTNシミュレータによる性能評価
NTN 経路制御技術を評価するため，各 UE のス

ループット及びエンドツーエンド遅延を定量的に評
価可能な NTN シミュレータを市販のネットワーク
シミュレーションソフト EXata8.0.5.0（17）をベー
スに開発している．本章では，NTN シミュレータ
を用いて提案している NTN 経路制御技術を評価し
た結果を紹介する．

４.１　評価条件
図 9 は，シミュレーション評価系，表 2 は評価

諸元を示す．多層型 NTN は，5 機の HAPS 及び 1
機の GEO 衛星で構築した．隣接する GEO 衛星と
HAPS 間は，自由空間光通信で接続する．各 HAPS
はサービスリンクを 4 ビーム照射し，1 ビームにつ
き 5G の通信エリアを 1 セル形成する．フィーダリ

図9　シミュレーション評価系

表2　評価諸元
HAPS の機数 5 機

HAPS の航行高度 20 km 

HAPS 間の距離 100 km 

GEO 衛星の機数 5 機

GEO 衛星の航行高度 36,000 km

サービスリンクビーム数 /HAPS 20 本

UE 数 / サービスリンクビーム 5 台

トラヒック /UE 5 Mbit/s 

フィーダリンク伝送容量 500 Mbit/s 

ISL の伝送容量 500 Mbit/s 

サービスリンク周波数 / ビーム 2GHz

サービスリンク１帯域幅 / ビーム 20MHz

フィーダリンク周波数 38 GHz 

ISL 周波数 193 THz 

リンク容量の基準値 Br 500 Mbit/s 

遅延時間の基準値 Bd 10 ms 

図10　評価で用いた降雨領域のイメージ
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ンクは，GEO 衛星及び各 HAPS が 1 ビームずつ照
射する．図 10 は，評価で用いた降雨領域のイメー
ジを示す．降雨領域の変動は，地域や季節依存性が
強く，年ごとの違いも大きく様々なパターンが考え
られる（18）．本評価では，一例として全 HAPS の通
信エリアが降雨領域に含まれない状態から，最大で
HAPS4 機の通信エリアが降雨領域に含まれるもの
として降雨領域を変動させた．また，通信エリアが
降雨領域に含まれる HAPS のフィーダリンクは，
必ず地上基地局と通信不可になるものとした．な
お，GEO 衛星は 1 機で日本全域を通信エリア化で
きるほどカバレージが広大であり，複数設置した地
上基地局から通信環境の良い方を選択してフィーダ
リンクを接続するサイトダイバーシチ技術を用いる
ことで，フィーダリンクはいずれかの地上基地局と
必ず通信可能であることが想定される．本評価で
は，GEO 衛星のフィーダリンクは地上基地局と必
ず通信可能なものとした．本構成において，イン
ターネットなどの DN（Data Network）内の端末
から各 UE に対してダウンリンク通信を実施した際
の，各 UE のスループット及びエンドツーエンド遅
延をシミュレーション評価した．

４.２　評価結果
地上ネットワークにおける代表的なレイヤ 3 の

ル ー チ ン グ プ ロ ト コ ル で あ る OSPF（Open 
Shortest Path First）を従来手法とし，これと提案
している NTN 経路制御技術の性能を比較する．

図 11 は，スループットを累積確率分布（CDF）
で評価した結果を示す．スループットは，アプリ
ケーション層で 1 秒間に受信されたトラヒック量
を UE 単位で計算した．最大値はいずれも同程度で
あった．これは，UE が接続した HAPS が降雨領域
外に存在してフィーダリンクが通信可能な場合や，
降雨領域が狭くて通信不可なフィーダリンク数が少
ない場合など，転送されるトラヒック量が少ない場
合の測定値である．いずれの手法を用いても，通信
リンクに伝送容量を超過したトラヒックは流入しな
い．本評価では，低スループットの UE に着目す
る．CDF=10 % では，1.3 倍程度のスループット
向上効果が得られた． これは，降雨領域が広域で
通信不可なフィーダリンク数が多く，多くのトラ
ヒックが ISL 経由で転送される場合に，提案技術で
は通信リンクに容量を超過したトラヒックが流入す
ることなく通信できたためである．

図 12 は，各 UE のエンドツーエンド遅延の 1 秒
間隔の平均値を CDF で評価した結果を示す．エン

ドツーエンド遅延は，DN 内の端末のアプリケー
ション層でトラヒックが発生してから，UE のアプ
リケーション層でトラヒックを受信するまでの時間
と定義する．最小値はいずれも同程度であった．こ
れは，UE が接続した HAPS が降雨領域外に存在し
てフィーダリンクが通信可能な場合の測定値であ
り，手法によらず GEO 衛星を経由せずに通信する．
本評価では，遅延時間が長い UE に着目する．
CDF=90 % では，遅延時間が 80 分の 1 程度に抑
制された．これは，UE が接続した HAPS が降雨領
域に含まれフィーダリンクが通信不可な場合に，遅
延時間を考慮する提案手法では，トラヒックの転送
経路として GEO 衛星－ HAPS 間リンクよりも低遅
延な HAPS 間リンクを優先選択するためである．

	5	 まとめ
本稿では IOWN 宇宙統合コンピューティング・

ネットワーク構想を支える多層型 NTN と，それを
実現するための主要技術について紹介した．衛星や
HAPS を活用した NTN は大規模な研究開発となる
ため，NTT のみでけん引することは困難である．
そのため，関係機関と連携しながら，実用化に向け

図11　シミュレーション結果（スループット）

図12　シミュレーション結果（エンドツーエンド遅延）

エンドツーエンド
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1 はじめに
近年，高速大容量の無線通信を可能にするミリ波・サ

ブテラヘルツ波帯電磁波の利用が急速に拡大している．
次世代通信の 6Gでは 5G以上の高速大容量通信を実現
するために100 GHz超の周波数帯の利用が見込まれる．
一般に回路の伝送損は周波数が上がるほど増大する一方
で，6Gでは 5Gの 1/100 の超低消費電力性能が目指さ
れているため（1），低損失化に向けた先端材料開発が 6G
実現の鍵となっている．
一般に高周波回路では，誘電体基板の複素誘電率で決

まる誘電損と，金属線路の導電率で決まる導体損，回路
構造などで決まる放射損の合計で回路全体の伝送損が決
まる．そのため，低損失な誘電体基板と金属線路の使用
により，誘電損と導体損の両者を低減することが高周波
回路の低損失化には不可欠である（図 1）．特に 5Gや
6Gで使用されるミリ波帯では，金属線路と誘電体基板
の接着性を保持するための誘電体表面の粗化による実効
的な導電率の低下が問題となっている（2），（3）．そのため，
回路基板材料の開発を行うに当たっては，材料の低誘電
率・低誘電正接化と同時に，表面に高導電率の金属層を
形成する実装プロセス技術の確立が一般に必要になり，
ミリ波帯を含む広帯域での高精度な複素誘電率・導電率
計測技術が強く求められている．

また，アンテナ，メタサーフェスや回路などの高周波
デバイスの設計においても高精度な材料評価技術が求め
られる．基板材料の誘電率などの材料物性値は，設計や
シミュレーションに必須のパラメータであるが，一般に
周波数依存性を持つため，デバイスの動作周波数での値
を把握し，その値に基づく設計が求められる．
本稿では，100 GHz 超の周波数帯まで適用可能なサ

ブテラヘルツ帯材料計測技術について述べる．一般に，
高周波帯の材料計測技術としては反射伝送法と共振器法
があるが，低損失の基板材料には共振器法が用いられ
る．共振器法の概論を述べた後に，ミリ波帯を含む超広
帯域での複素誘電率計測が可能な平衡円板共振器法につ
いて説明し，最後に同方法の導電率計測への展開につい
て述べる．

2 共振器法の概要と
高周波化の課題

高周波の材料評価技術には様々な方法が提案されて
おり，各方法は周波数帯や測定する材料の特性に応じて
使い分けられる（図 2）（4）．このうち，高損失材料の複
素誘電率評価には反射伝送法が利用されるのに対し，低
損失材料の複素誘電率を高感度・高精度に計測する方法
としては共振器法が利用される．共振器法では，材料が
封入された共振器に特定の電磁界モードを励振させ，そ
の共振周波数と無負荷Q値を評価することで材料の複
素誘電率を測定する．
多くの共振器法では基本モードを利用した測定に制

限されており，基本的には一つの共振器で単一周波数の
測定しか行えない．このような方法では，測定周波数を
高周波化するには周波数と反比例した共振器の小形化が
必要となり，共振器や誘電体材料の加工精度の問題から
およそ 80 GHz 超での適用は困難である．共振器の高
次モードを利用して複数周波数で測定するためには，図1　高周波回路の主な損失要因
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モードの同定やモード間の干渉による波形ひずみの問題
を回避するために，材料評価に利用しない不要モードの
抑制が必須となる．
特定の共振モードを選択的に励振させることで，複数

周波数かつ広帯域での材料評価を実現し，サブテラヘル
ツ波帯での適用も可能な方法として，平衡円板共振器法
（balanced-type circular disk resonator （BCDR）
法）（5）～（9）やファブリペロー共振器法（Fabry‒Perot 
resonator（FPR）法）（10），（11）がある．このうち，筆者
らは平衡円板共振器法に基づく誘電率・導電率計測技術
の研究開発を進めており，次章以降ではその取組みを紹
介する．

3 平衡円板共振器法による
複素誘電率計測技術

平衡円板共振器の写真と模式図を図3に示す．この方
法では，誘電体サンプルとして，同一の厚さ と比誘
電率 ，誘電正接 を持つ誘電体シートを2枚用意
する．2枚のシートサンプルの間に厚さ =0.06 mm，
直径 の銅はく円板を挟み，これらを合わせて2枚の銅
板で挟む．シートサンプルで構成された誘電体共振器に
対し，銅板の中央に位置する上下の励振孔から同軸線路
で励振し，透過を検出する．シートサンプル間に挟まれ
た銅はく円板の中心と励振孔の中心のアラインメントが
確保されたとすると，構造の対称性から，特定の

モードのみが選択的に励振され，ほかの不要
モードは十分に抑制される．したがって，不要モードの
影響を受けることなく，高次モードを含めて
モードの励振を複素誘電率計測に利用でき，各共振周波
数と無負荷Q値の測定値から，その周波数における材料
の複素誘電率を決定できる．複素誘電率の計算において

は，励振孔まで厳密に考慮されたMode-matching法に
よる電磁界解析が利用される（6），（7），（9）．なお，この方
法ではTMモードを利用するため，電界の向きはシート
材料に垂直であり，面直方向の複素誘電率が測定される．
平衡円板共振器の特徴は 2点ある．一つは，

モードの選択的励振と励振孔まで考慮した厳密な電磁界
解析の確立により，単一の共振器で 10 GHz 程度から
100 GHz 超にわたる超広帯域での複素誘電率計測が可
能な点である．もう一つは，測定周波数の可変性であ
る．使用する銅はく円板の直径を変えることで，同一の
誘電体サンプルに対して異なる周波数における測定が可
能であり，円板径の調整により特定の周波数に合わせた
測定を実現できる．これらのことから，単一の平衡円板
共振器と径を変えた複数の銅はく円板を組み合わせれ
ば，低損失の誘電体シートに対するほぼ任意の周波数で
の超広帯域な複素誘電率計測を実施できると言える．
測定周波数の可変性を示す一例として， =9, 12, 

15, 18, 21 mmの銅はく円板から成る平衡円板共振器
を用いて， =0.254 mmのシクロオレフィンポリマー
（cyclic olefin polymer（COP））を評価した結果を
図4に示す（12）．図4（a）の共振波形が示すとおり，共
振周波数の位置は円板径に応じてシフトしており，円板
径を変えると異なる周波数での材料評価が実現される．

図3　平衡型円板共振器　(a) 写真　(b) 模式図

図2　 代表的な複素誘電率の測定方法とその適用範囲．
文献 (4) を元に作成．

SPDR: split post dielectric resonator
SCR: split cylinder resonator
FPR: Fabry‒Perot resonator
BCDR: balanced-type circular disk resonator
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また，図4（b）のとおり，異なる円板径に対応する比
誘電率と誘電正接の測定結果は互いに整合していること
が確認できる．
平衡円板共振器法の測定可能な上限周波数は，①同軸

励振線のカットオフ周波数，②誘電体シートからの電磁
波放射のカットオフ周波数の二つの要因で決まる．①に
ついて，従来型の平衡円板共振器に用いられる 1 mm
同軸励振線では，同軸エアライン線路のカットオフ周波
数は約 130 GHzとなる．そのため，1 mm同軸励振の
平衡円板共振器ではこれより高い周波数での材料評価を
行えない．一方で②については，カットオフ周波数は次
式で与えられる（7）．

（1）

ここで， は光速度である．誘電体シートの厚さが
薄いほど，また比誘電率が低いほど，放射のカットオフ
周波数は高周波化し，例えば， =0.2 mm， =2では
カットオフ周波数は230 GHzに達する．したがって，
低誘電率の薄膜シートサンプルに対しては，①が平衡円
板共振器法の上限周波数を決定する．
同軸励振線のカットオフ周波数は同軸線路を細くす

れば高周波化できることから，筆者らは 0.6 mm同軸
線路を給電部に用いた平衡円板共振器を開発し（図 3
（a）），最大 170 GHzまでの材料評価を実証した（9）．開
発した共振器では，同軸－導波管変換を励振構造内部に
実装することで，極細の 0.6 mm同軸を接続のインタ
フェースとせずに，Dバンド導波管（WR-6.5）をイン
タフェースに使用している．測定周波数は導波管バンド
の 110 GHz から 170 GHz に制限されるものの，共振

器の堅ろう性の確保を優先した提案である．同様のアプ
ローチで，最大 330 GHz までの材料評価が可能な平衡
円板共振器の研究開発を現在進めている．
開発したWR-6.5 導波管インタフェースの平衡円板

共 振 器 を 用 い て，COP，polytetrafluoroethylene 
（PTFE），perfluoroalkoxy alkanes （PFA）の複素誘電
率を測定した結果を図 5に示す．

図4　 径の異なる銅はく円板を用いた平衡円板共振器でシクロオレフィンポリマー（COP）を評価した結果．
(a) 共振波形．(b) 比誘電率と誘電正接．点線は二次のフィッティング曲線を表す．

図５　 WR-6.5 導波管インタフェース平衡円板共振器によ
るCOP，PTFE，PFAのDバンド複素誘電率計測
結果．

　　　(a) 共振波形．(b) 比誘電率．(c) 誘電正接．
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4 平衡円板共振器法による
導電率計測技術

金属導電率計測には低損失誘電体の誘電率計測と同
じく共振器法が利用されるが，誘電率計測と同様の理由
により，ミリ波・サブテラヘルツ波帯への高周波化に課
題があった．従来の導電率計測では極小の誘電体柱から
なる共振器が必要であり，誘電体柱のサイズで決まる単
一周波数のみでの測定しかできないことから，誘電体柱
や励振機構の加工精度などの制限により，6Gで利用さ
れる 100 GHz 超のミリ波帯で金属導電率を簡便かつ高
精度に計測する技術は確立されていなかった．
筆者らは平衡円板共振器法の導電率計測への展開を

進めてきた．これにより，誘電体の精密な機械加工を必
要としない簡便な測定系により，10 GHz程度から 100 
GHz 超にわたる超広帯域での金属導電率計測を実現し
た（8）．導電率計測では，図 6（a）に示すように同一の
低損失誘電体シートと異種の金属円板を組み合わせた 2
構成の平衡円板共振器を用いる．導電率が既知の基準銅
円板から成る共振器と，測定対象の金属円板から成る共
振器について無負荷Q値を測定することで，被測定金
属円板の導電率を決定できる．また，誘電体シートに円
形金属パターンを形成することで，誘電体と金属層の間
の界面導電率を評価することも可能である（図 6（b））．
円板金属はくの導電率計測の一例として，高周波回路

材料として使用される銅はくの導電率を測定した結果を
紹介する（9）．一般に，回路基板に使用される銅はくは，
アンカ効果によって誘電体基板との接着性を強化するた
めに，片面が粗化されている．粗化処理は，銅原はくの
上に金属粒子をメッキすることで行われる．ただし，

１．で述べたとおり，特に表皮厚さがサブミクロンオー
ダの 6G周波数帯域では，表面粗さによって導電率が低
減してしまう．この問題を回避するために，粗化粒子の
組成，大きさ，形状を最適化して，高い導電率と誘電体
基板への強固な接着性を両立する銅はくの開発が求めら
れている．
粗化面の表面粗さが異なる 2種類の銅はく（サンプ

ル 1,2）を用意し，粗化面の導電率を測定した．測定は
図 3（a）のWR-6.5 導波管インタフェースの平衡円板
共振器で行った．銅はくサンプル 1と 2の表面粗さ（10
点平均粗さ）はそれぞれ 0.4 µmと 0.7 µmである．誘
電体シートにはCOPを用いた．導電率の測定結果を図
7に示す．2サンプルの表面粗さの違いを反映して，サ
ンプル 1の方が，周波数が増加しても高い導電率が維
持されている．
界面導電率計測の一例として，COP基板の界面導電

率計測結果を紹介する（13）．COP基板の片面に円形の銅
張金属パターンが形成された評価サンプルを 2枚用意
し，円形パターンが互いに接触するように重ねて平衡円
板共振器を構成する（図 6（b））．この構成と，両面が
無地のCOP基板と基準銅円板で構成された平衡円板共
振器の無負荷Q値を測定・解析することで，COP基板

図６　 平衡円板共振器法による導電率計測
(a) 金属はくの導電率計測の構成
(b) 金属張基板の界面導電率計測の構成

図８　銅張COP基板のDバンド界面導電率計測結果

図７　 表面粗さの異なる2種類の銅はくのDバンド
導電率計測結果
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の金属パターンの界面導電率が測定される．WR-6.5 導
波管インタフェースの平衡円板共振器を用いて行った測
定の結果を図 8に示す．一般に，界面導電率は周波数
が上がるほど低下するが，低下の度合いは平滑性などの
界面状態に依存することから，ミリ波・サブテラヘルツ
波帯でも高導電率が維持される銅はく及びその実装プロ
セス技術が求められている．この技術開発を支える計測
技術として，平衡円板共振器法による導電率計測技術の
貢献が期待される．

5 まとめ
本稿では，ポスト 5Gや 6G向けの材料開発やデバイ

ス開発を支えるミリ波・サブテラヘルツ波帯材料評価技
術として，平衡円板共振器を用いた複素誘電率・導電率
計測技術を紹介した．平衡円板共振器の超広帯域にわた
るモード選択性を利用することで，10 GHz 程度から
100 GHz 超にわたる超広帯域での材料評価が単一の共
振器で実現される．紹介した計測技術は日本提案で国際
標準化が進められており，平衡円板共振器による複素誘
電率計測技術は既に 2020 年に IEC での国際標準化が
行われた（IEC63185:2020）．また，導電率計測技術に
ついても，IECでの標準化審議を現在進めており，更な
る技術普及が期待される．
本研究の一部は，NEDOポスト 5G情報通信システ

ム基盤強化研究開発事業／先導研究（委託）「6Gに向
けたミリ波・テラヘルツ帯基地局の高度化のためのアン
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 1 序論
我が国では，2020 年に第 5 世代移動通信方式

（5G）のサービスが開始となり，40 年前の音声伝
送のみの 1Gと比較すると，最大通信速度は約 100
万倍に劇的な進化を遂げ，今日では 4K/8K スト
リーミング，仮想現実・拡張現実といった大容量ア
プリケーションを超低遅延で利用できるようになっ
た	（1）（図 1）．この無線通信速度の指数関数的な進
歩は止まることはなく，次世代移動通信規格
Beyond	5G（6G）においては，100	Gbit/s を超え
る超高速無線通信の実現に向け研究開発が進められ
ている．
このような無線通信高速化の背景には，「広帯域

化」・「空間多重化」・「多値化」の三つの技術の存在
がある．これらはしばしば，キャリヤを車両とみな
した荷物（データ）の輸送に例えられる（図 2）．
まず，「道路の拡幅」は「広帯域化」に相当し，
シャノン・ハートレーの定理が示すように，帯域が
広いほど通信路容量は増加する．また「複車線化」

は「空間多重化」に対応し，MIMO（Multiple-
Input	Multiple-Output）技術により，複数のデー
タを同時並列伝送することが可能となる．そして，
1車両当りの荷物の「積載数の増量」は「多値化」
に相当し，多値変調技術により 1シンボル当り数
ビットのデータを伝送することが可能となる．つま
り，従来の無線通信では，車両の発車前，すなわち
電波が発射される前に適切な前準備（信号処理）を
しておくことで，効率的なデータ伝送を可能として
きたのである．
ところが近年，ミリ波・テラヘルツ波といった極

めて周波数の高い＝直進性の高い電波の活用が検討
され始め，図 2	（a）に示すように送受信アンテナ
が見通し外に存在する場合，道路（通信路）が遮断
されてしまう可能性がある．このような状況下で
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 図 1　無線通信速度の進化の歴史 （1）
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は，“発射前”の電波を幾らコントロールしようと
も，受信側にデータを伝送することはできない．
そこで近年，電波伝搬特性自体を制御可能とする

技術としてメタサーフェスが注目を集めている．本
稿ではメタサーフェスを広義的に「平面状に構成さ
れた媒質であって，入射した電波の伝搬特性に受動
的に作用可能なものの総称」と定義する．言わばメ
タサーフェスは，“発射後”の電波の伝搬特性を適
切に制御することで，図 2	（b）に示すように見通
し外の通信路をバイパスする新たな通信路を形成可
能とするものである．
メタサーフェスの機能性は大きく以下の 2点に

集約される．第 1に，電波強度向上性である．基
本的に，送信アンテナから発せられた電波は空間中
で放射状に拡散してしまう．これに対しメタサー
フェスは，その大きな開口で拡散する電波を一旦回
収し，それをまとめて再放射することで，特定の点
における電波強度を向上できる．第 2の機能性は，
多くの空間的自由度を用いることによる電波伝搬制
御性である．これはメタサーフェスの単位セルの反
射係数（特に位相）を電気的または機械的に制御す
ることで，平面全体で任意の位相勾配を実現し，入
射した電波の反射・透過特性を自在に制御可能とす
るものである．そして何より，メタサーフェス最大
の特徴は，上記二つの機能性を，簡素なハードウェ
アにより受動的に実現可能としていること，すなわ
ち能動的な電波の発信を不要としていることであ
る．
ところが，文献	（2）において，メタサーフェス

実運用上の二つの問題が指摘されている．第 1に
「チャネル推定の困難性」である．メタサーフェス
はその受動構成ゆえに，電波の送受信機能を持たな
いため，信号の送り主と信号の送り先，そしてそこ
までの経路（いわゆるチャネル）を知るすべがな
い．発射後の電波は，カーナビゲーションの付いて
いない車両のようなもので，目的地への経路も知ら
ずに最初に決めた方向にひたすら道なりに進もうと
するだけである．つまりメタサーフェスからすれ
ば，経路・交通情報（いわゆるチャネル情報）が分
からない状態では，どこからやってきて・どこに行
きたいかも分からない電波を“どのように制御すれ
ばよいか”ということまでは分からないのである．
このようにチャネル情報が分からない状態では，前
述のメタサーフェスの機能を効果的に活用すること
はできない．
もう一つの問題は「有力なアプリケーションの欠

如」である．これは，既存のリレー技術，分散アン

テナ配置技術と比較し，移動体通信におけるメタ
サーフェスの費用対効果が実証されておらず，ほか
にメタサーフェスが絶対的に必要とされるアプリ
ケーションがいまだ確立されていないことが問題提
起されている．
そこで本論文では，メタサーフェス実用化におけ

る上記の二つの障壁に対し，アンテナ・伝搬研究者
の視点から，現実的な解を提案する．

 2 メタサーフェスの原理と実際
本章では，以降でのメタサーフェス関連技術の紹

介に先立ち，電波伝搬特性を可変的に制御可能なメ
タサーフェスとして代表的な reconfigurable	intelli-
gent	surface（RIS）	（3），（4）によるビームフォーミング
の基本動作原理とその実際について説明する．
図 3は，RISを含む無線ネットワークの概念図と

RISによるビームフォーミングの基本動作原理を示し
ている．RISを構成するアレーアンテナの各素子に
は，可変負荷が接続されている．今回は可変移相器
から成る可変負荷を想定し，各素子に入射し，反射
（再放射）される電波の位相（つまり「進み」と「遅
れ」）を制御可能とする．
まず，ある方向から電波が到来したとき，RIS 各

図２　無線通信を車両による荷物の輸送に例えた場合．
「広帯域化」は「道路の拡幅」，「空間多重化」は「複車線化」，「多
値化」は「積載数の増量」に相当する．メタサーフェスは，送受
信アンテナ間の経路が寸断された際に，バイパスとして機能する．

（a）送受信アンテナ間の道路（通信路）が遮断された場合

（b）メタサーフェスを経由してバイパスする場合
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素子に入射する電波には，電波の最前線（つまりは
波面）を基準とし，入射角に応じた電波の遅れが発
生する．そこで，各素子に入射した電波が負荷端に
到達するときのタイミングがそろうよう，可変移相器
を制御することで電波の遅れを補償する．そして，
負荷端で同時に反射した電波は再度RIS各素子から
再放射される．このとき，再放射される電波に所定
の位相勾配を形成するよう，可変移相器を制御し電
波の進みを付加しておく．これにより，所定の反射
角方向に波面がそろって電波が進行するようになる．
なお，可変移相器には，入射時の電波の遅れの補償
と反射時の電波の進みの付加を考慮した位相量が同
時に設定されることになる．以上がRISによるビー
ムフォーミングの仕組みである．
このようにシステマティックに考えれば，RISの制

御はそれほど難しくなさそうに見える．しかし，アン
テナ・伝搬研究者には，RISは図 4のように見えて
いる．
第1に着目するのが，可変負荷ハードウェアのト

レードオフである．例えば，多くのRISにおいて，
開放・短絡をスイッチまたはpinダイオードで切り
換える，いわゆる1	bit アレーが採用されている．こ
れは最も簡素な負荷構成である反面，移相分解能が
0°と180°の 1	bitしかないため，電波伝搬制御性が
大きく損なわれる．ほかにも文献	（4），（5）では，
様々な可変負荷ハードウェアが報告されているが，
互いに何かしらの特性においてトレードオフの関係
にあり，要求仕様を部分的にしか満足できない妥協
案を選択せざるを得ない可能性がある．
次に着目するのは，電波伝搬制御における二つの

誤差要因である．一つは，RISを構成するアレーア
ンテナ素子の不整合及び相互結合である	（6）．これに
より，入射した電波の一部は可変負荷まで到達せず，
位相制御されないまま反射されたり，ある素子から
再放射された電波が隣接する素子で再回収され，
再々放射されることとなる．もう一つは，RISの地
板・支持部・回路部等で生じる散乱である．これは，
RIS 素子そのものからの散乱とは異なり，可変負荷

RIS

Tx-Rx間
チャネル

（見通し外）

Tx-RIS間間
チャネル

RISRIS-Rx間
チャネル

送信
アンテナ
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入射角入射角

可変負荷
（可変移相器）
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負荷端

①入射角に応じた
電波の遅れが発生

②電波の遅れを補償し
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反射角反射角

③電波の進みを付加し
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④電波の進みに応じた
反射角に進行

図３　RISを含む無線ネットワークの概念図とRISによるビームフォーミングの基本動作原理

図４　アンテナ・伝搬研究者から見たRISの実際
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制御により変化せず，それぞれの散乱の位相関係に
よっては，不測の干渉や不感点を生じる可能性があ
る	（6）．ただし，いずれの誤差要因もRISが形成する
メインビームに与える影響は軽微であり，無視して
考えることが多い．
そして１．で問題提起されたとおり，RISにおける

最大の問題は，能動的な電波の送受信機能を有しな
い受動構成のRISではチャネル推定が困難なため，
RISと送受信アンテナ間のチャネルがブラックボック
ス化してしまい，RISの最適制御が困難な点にある．
そこで３．では，メタサーフェスの簡素性は維持

しつつ，メタサーフェスを用い所望の受信点におけ
る電波強度を向上する手法について紹介する．

 3  問題「チャネル推定の困難性」に対する解

本章では，上記問題に対する解として，新たに三
つのアプローチを提案する．図 5の技術マップに，
従来の固定式と可変式（機械式と電子式）のメタ
サーフェスそれぞれに対する提案手法（図 5中赤
文字）の位置付けを示す．第 1に提案するのは，

そもそものチャネル推定を不要とする技術である．
具体的には，メタサーフェスに入射した電波を擬似
等方的に散乱させることで，特定の点に電波を集中
するのではなく，電波を全く受信できない不感点を
排し，どこでも一定強度以上の電波を受信可能とす
るものである．第 2の提案は，従来の複雑な機構
を有する機械式メタサーフェスと比較し，メタサー
フェスの構造を簡素なメカニズムで変化させなが
ら，到来方向の推定と反射方向の最適化を行う技術
である．そして最後の技術は，電子式のRIS にたっ
た一つ電力センサを外付けするだけで，マルチパス
の影響を含む厳密なチャネル情報を推定可能とする
技術である．以下，各々の技術を紹介する．

３.１　 チャネル推定を必要としない電波を拡散するメ
タサーフェス

メタサーフェスは，電波の入射する方向及び所望
の反射させる方向，及び設置環境に合わせてチャネ
ル推定を行い，制御の必要があるため，設計が複雑
で再構成が必要である．メタサーフェスの反射方向
は，設置環境ごとに再構成を行わない限り基本的に
特定の一方向である．特定の一方向の場合，通信を
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カバーできるエリアが限られるため，より多くのエ
リアをカバーするためには，広角な反射指向性であ
ることが望ましい．本節では，電源が不要であり，
負荷制御及び機械制御を必要とせず，メタサーフェ
スの設計の簡易化や複数の設置環境に対応したチャ
ネル推定を必要としないメタサーフェスについて紹
介する．

３.１. １　マルチシートメタサーフェス （8）

マルチシートメタサーフェスとは，異なる反射方
向で設計されたメタサーフェスを複数枚組み合わせ
て，合成することで広角な反射指向性を実現してい
る．図 6にマルチシートメタサーフェスについて
示す．4種類のサブメタサーフェスを用いて，それ
ぞれの異なる反射方向のパターンを合成すること
で，広角な反射パターンを実現している．そのた
め，実現した反射角のカバーできるエリアでは，
チャネル推定を必要としないメタサーフェスとして
使用することができる．一方で，実現したカバーエ
リアから大きく外れた場合，再構成が必要となる．

３.１. ２　コーディングメタサーフェス （9），（10）

コーディングメタマテリアルと呼ばれる異なる
反射位相を持つ2種類または4種類のメタサーフェ

スをコードと置き換え，そのコードの組合せを最適
化してメタサーフェスを構成する．最適化の目標値
により，複数のマルチビームを形成するメタサー
フェスや広角な反射パターンが実現できるメタサー
フェスを設計できることが示されている．また，文
献	（10）では，メタサーフェスを 8種類用いて，テ
ラヘルツ波の広帯域かつ広角な拡散パターンが実現
できることが実験で明らかにされている．これらの
メタサーフェスもチャネル推定を必要としないが，
使用するメタマテリアルの種類が多いほど，組合せ
数が増大し，最適化までのプロセスが複雑になる．

３.１. ３　メタマテリアル電波散乱シート （11）

メタマテリアル電波散乱シートは，電波の到来方
向やチャネル推定を一切行わずに，入射する電波を
特定の一方向に対してではなく，複数の広角な方向
に散乱させることできる．文献	（8）と比べて，カ
バーできるエリアが広く，1種類のメタマテリアル
と金属平板で構成されるため，文献	（9），（10）と
比べて最適化も高速に実現できる．図 7にメタマ
テリアル電波散乱シートの使用イメージを示す	（12）．
図 7に示すように，電波の伝搬環境が異なり，通
常のメタサーフェス及び RIS では，各地点で到来
方向推定を行い反射波の方向を調節する必要がある
が，メタマテリアル電波散乱シートは異なる伝搬環
境に表面構造の再構築をすることなく，広い領域を
カバーすることができる．また，メタマテリアル電
波散乱シートは到来方向やチャネル推定を行わない
ため，完全に電源を必要としない．そのため，外部
電源を敷設することが困難な場所やメタサーフェス
自体及びシステムコストが低いというメリットがあ
り，配置位置に関しても，送信アンテナと受信端末
がある領域の両方から見通しであればよいため，電
波伝搬に関する専門的な知識がなくても使用が可能
であると考えている．
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一方で，特定の一方向に電波を集中させないた
め，各反射方向当りの受信電波強度が低下する．各
受信電波強度が低下するため，特定の一方向に電波
を集中させた場合に比べて，電波の到達距離が短い
というデメリットがある．そのため，6Gで生じる
電波の不感エリアに関する問題は，チャネル推定を
必要としていないメタマテリアル電波散乱シート
は，それのみでは解決方法の一つであり，複数の伝
搬制御方法を組み合わせて実現できると考える．
図 8に示すように，メタマテリアル電波散乱シー

トは表面の反射位相が180°の金属平面と0°のパッ
チ型メタマテリアル平面の領域を組み合わせて構成
される．二つの領域を組み合わせることにより，メ
タマテリアル電波散乱シートの表面での電流分布を
不均一にすることができ，広角な散乱パターンが実

現される	（13）．
二つの領域の組合せの順序により，散乱パターン

は決定されるが，文献	（11），（12）	では遺伝的アル
ゴリズム（GA）を用いて，高速に最適化を行って
いる．図 9及び図 10に試作したメタマテリアル電
波散乱シートと試作メタマテリアル電波散乱シート
の散乱パターンを示す．図 10	（a），（b）及び	（c）
はそれぞれ，入射角度が 0°，20° 及び 40° の場合
の 28	GHz の解析結果と実験結果であり，図
10	（d）は，同じサイズ（180	mm×180	mm）の金
属平板の結果である．
図 10の結果から，電波散乱シートは金属平板に

比べて広い範囲に電波を散乱できることが分かる．
また，入射角度が変化した場合でも同様の傾向が得
られていることが分かる．

図８　メタマテリアル電波散乱シートの構成
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図９　試作したメタマテリアル電波散乱シート

：実験結果
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図10　メタマテリアル電波散乱シートの散乱特性

（d）金属平板（0°入射）．

（b）20°入射．

（c）40°入射．

（a）0°入射．
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設計したメタマテリアル電波散乱シートの不感
エリアの電波強度改善効果を確認するため，図 11
に示す模擬居室をシールドルーム内に施工し，受信
強度分布の測定を行った．図 11 の実験構成では，
送信アンテナからの直接波は測定領域にはロッカー
で遮られ到達しないため，メタマテリアル電波散乱
シートに反射波のみが到達する．また，反射板がな
い場合は，電波吸収体により測定領域内に電波は到
達しない．測定実験ではメタマテリアル電波散乱
シートの有効性を示すために，比較として同じ大き
さの金属平板を用いて測定を行った．また，メタマ
テリアル電波散乱シート（図 9）を 3×3枚並べた．
図 12 に測定した受信強度分布を示す．図

12	（a）	と	（b）	はそれぞれ，金属平板とメタマテリア
ル電波散乱シートの実験結果である．金属平板では
図中の一部の領域のみ受信強度が強く，それ以外の
領域では急激に受信強度が低下することが分かる．
一方で，電波散乱シートの場合は，測定領域内全体

で均一な受信強度を実現できており，電波の不感エ
リアの強度改善が実現できていることが分かる．

３.２　 機械式制御によるリフレクトアレーの反射波方
向操作

３.２. １　機械式制手法の分類
反射波の方向は，図 13に示すようにリフレクト

アレーの素子の配置周期 p，隣り合う素子の位相差
Δϕとすると反射角 θは次式となる．

	

よって，何らかの手法で位相差 Δϕを制御できれば
反射角を自由に操作できる．DC配線の除去や運用
時の消費電力抑制を目的として，極力仕組みを簡素
化している．表 1に主な制御手法の分類を示す．
文献	（14）	～	（16）	では，図 14に示すようにグラウ
ンドや素子の基準面に対する高さを ,アクチュエー
タやカムによって操作することで位相差の制御を実

8 通信ソサイエティマガジン No.70 秋号 2024 
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現している．また，文献	（17）	では図 15 のように
個々の素子やメタサーフェス全面を回転させること
で	（18），（19），素子の偏波に対する反射応答を操作し
位相差制御を実現している．更に，文献	（20）	や	

（21）	のように，折り紙から着想した構造（図 16）
や収縮可能な素材を用いることで，素子間の間隔や
周期を操作し位相差制御を達成する手法も提案され
ている．反射角の設計自由度を確保する目的では，
個々に回転可能な素子や高さの操作が可能な手法が
有利であるが，一方でマイクロモータ数が多くな
り，結果として pin ダイオード等を用いる場合と同
等程度の制御回路が必要となることが懸念される．
利用するマイクロモータ数を考慮すると，メタサー
フェス全面を回転・伸縮・スライド	（22），（23）させる
機構の方が優位である．
更に反射波方向制御の応用として，機械式制御で

ビームを走査し受信アンテナ一つで受信電力の傾向
を得ることで，到来方向推定を可能とする技術の検
討も進められている	（24）．

３.２. ２　スライド操作を利用した一例
ここでは機械式制御の具体例として，層のスライ

ド操作による反射角操作について記載する	（22），（23）．
図 17に示すように，メタサーフェスの素子を 2層
化し，片側を	y軸方向にスライド可能なものとす
る．このとき，素子の周期 p = 0.13 λ0	，下側の層
とグラウンド間の厚さ h = 0.03 λ0	，素子の層間 t	= 
0.006 λ0	とすると，素子長と反射位相は図の関係を
持つ．ここで λ0 は動作周波数の波長である．パッ

Δ





Δ𑠲 𑠲





p p

図13　メタサーフェスの隣り合う素子の位相差と反射方向

表１　位相操作実現のための機械式制御手法
文献 手法 モータ数

（14）,（15）,（16）素子／グラウンド面の高さ 多～中
（17）,（18）,（19）素子／面の回転 多～小
（20） 折り紙構造 小
（21） 柔軟性素材 小
（22）,（23） スライド 小
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グランド⾯

カム

昇降可の素⼦

グラウンド面

図14　 アクチュエータやカムを利用した素子やグラウン
ド面の高さ制御による反射角操作 （14） ,（16）
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マイクロモータ

図15　 マイクロモータを利用した素子／面の回転制御に
よる反射角操作 （17）
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図16　折り紙構造を用いた反射角操作 （21）
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チの素子長が同じであってもスライド量 d によっ
て反射位相が異なることが分かる．よって，図 18
に示すように，素子サイズを適切に選ぶことでスラ
イド量によって素子間の位相勾配を制御できる．以
上から，図 19に示すようにスライド量に応じて反
射位相の傾きを変更可能な構造となり，y方向に偏
波された直線偏波が入射するとき，y方向へのスラ
イド操作によって，zx 面内において反射角の制御
が可能となる．
また，素子間に間隙を持つパッチ型に分類される

素子であれば同様の操作が可能で，図 20に示す素
子を利用することで，位相の傾きを整えることが可
能である	（23）．図 21 は反射角切換として最適化し
た場合の位相特性と，その際のメタサーフェス１サ
イクルの設計例を示しており，スライド操作による
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位相変化が一定となっていることが分かる．また散
乱パターンの解析結果を図 22に示している．いず
れも所望の方向に向くことが分かる．

３.３　単一の電力センサのみを用いたチャネル推定法
文献	（2）	でも指摘されるように，電波の送受信機

能を持たない基本構成のメタサーフェスでは，それ
自体でチャネル推定を行うことが原理的に不可能で
ある．そこで，文献	（2）	では，メタサーフェス用の
二つのチャネル推定法が紹介されている（図 23）．
一つ目の手法は，無線端末側からパイロット信号

を送信し，RIS 各素子の可変負荷を制御したときに
無線基地局で観測される信号の変化に基づきチャネ
ル推定を行い，RIS へチャネル情報をフィードバッ
クする方法である．しかし，この方法では RIS 各
素子のチャネルを一つずつ順次推定していく必要が
あるため大幅なオーバヘッドを生じる．更に，この
手法で最も問題となるのが，RIS を介したパイロッ
ト信号の距離減衰である．RIS 各素子を介したチャ
ネルは，無線端末－ RIS 各素子間と RIS 各素子－
無線基地局間の距離減衰が乗ぜられた形で与えられ
るため，カバレージの拡大に対しパイロット信号の
レベルが急激に低下し，チャネル推定困難な状況に
陥る．
二つ目の手法は，RIS 各素子にチャネル推定のた

めの受信機能を設け，チャネル推定時とビーム
フォーミング時とで，可変負荷と切り換えて使用す
る方法である	（3）．しかし，複素チャネル情報を推
定するために IQ復調器や局部発振器（LO:	Local	
Oscillator）を必要とし，RIS の最大の利点である
ハードウェアの簡素性が大きく損なわれてしまうこ
とが問題となる．
これに対し筆者は，受信信号強度（RSS:	Received	

Signal	Strength）を観測可能な電力センサを一つ
だけ用いたチャネル推定法を提案している	（25）（図
24）．提案法では，RIS 近傍に電力センサを外付け
することで，各無線基地局・端末から送信されRIS

で散乱したパイロット信号を十分な強度で観測可能
となり，高精度なチャネル推定が期待できる．
更に，前述の IQ復調器を用いた構成と比較すれ

ば，RIS へのハードウェアの追加実装は最小限にと
どめられ，従来の問題点を克服できる．以下では，
提案チャネル推定法の仕組みについて概説する．
まず，チャネル推定対象のアンテナからパイロッ

ト信号を送信したとき，電力センサでは送信アンテ
ナからの直接波と，チャネル推定対象の RIS 素子
からの散乱波が合成して受信される．なお，推定対
象以外の RIS 素子の影響を排除するため，これら
は系の基準インピーダンスで終端されるものとす
る．したがって，推定対象の RIS 素子に接続され
る負荷の反射係数の位相成分（負荷位相）だけを線
形に変化させると，電力センサでは信号の加算的ま
たは減算的合成により，RSS は図 25のような正弦
波形（灰点線）を示す．つまり，この RSS の正弦

x

z

d / p = 0.5

0.0

図22　スライドした位置による散乱パターンの違い （23）
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図23　メタサーフェス用のチャネル推定法の例
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図24　 単一の電力センサのみを用いたチャネル推定法の
概念図

Tx が送信したパイロット信号が ,RIS で散乱したときの RSS を
RIS 近傍の電力センサで観測し , これに基づき Tx-RIS 間のチャ
ネルを間接的に推定する . これと同様に ,Rx がパイロット信号を
送信することで RIS-Rx 間のチャネルを別途推定し , これらに基
づき RIS を介する Tx-Rx 間の等価的なチャネルが間接的に推定
できる .
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波形を特定できれば，送信アンテナと電力センサ間
のチャネルを基準とする，被推定チャネルの相対振
幅・相対位相情報を復元できるのである＊．
それでは，このRSS の正弦波形を特定するには，

最低何値の負荷位相が必要だろうか？	例えば，図
25（a）に，開放・短絡負荷（0° と 180° の負荷位
相に相当）を切り換える 1	bit アレーを RIS に用い
た場合の例を示す．図から，2値の負荷位相に設定
したときの RSS を観測するだけでは，逆符号の正
弦波が誤って復元される可能性があり，チャネルを
一意に推定することは不可能である．これは，正弦
波を復元するときには 1周期当り 2点以上のサン
プリングが必要であるという標本化定理からも明ら
かな結果である．
ゆえに，図 25（b）に示すように，最低 3値の

負荷位相に設定したときのRSS を観測することで，
正弦波形が完全に復元可能となる．この処理をRIS
全素子に対し行うことで，共通の基準チャネルで規
格化された相対チャネル情報が推定可能となる．な
お提案法でも，RIS 各素子のチャネルを順次推定す
る必要があるが，スパース信号処理を応用すること
で，少素子のチャネル推定情報から全素子のチャネ
ル情報を再構成することが可能となる	（27）．
図 26 に提案チャネル推定法の実証実験	（28）の様

子を示す．実験はシールドルーム内で実施し，実験
周波数は 2.4	GHz とした．実験では，16素子パッ
チアレーアンテナと 3値可変負荷から成る RIS を
用い，送信アンテナ Txと測定範囲内（黄色）にあ
る受信アンテナ Rx1-4 のチャネルを提案法に基づ
き個別に推定し，各受信アンテナでの受信電力が最
大となるよう最適負荷制御を行った．
図 27に各受信アンテナ－RIS 間のチャネル推定

精度の位置特性を示す．なおチャネル推定精度は，
テストポートを用い別途実測した真のチャネルと推
定チャネルの相関と定義した．参考までに（a）に
各アンテナ間の直接波成分のみを考慮し，相対位置
関係から幾何光学的にチャネルを算出した結果を示
す．図から，床・天井・壁の近くや，障害物を見立
てた電波吸収体の影となる領域では，位置情報だけ
では正確なチャネル推定が困難であることが分か
る．一方，（b）に示すように，提案法では受信ア
ンテナ位置によらず，マルチパスの影響を含むチャ
ネルを正確に推定可能であることが確認できる．
図 28に，RIS を用いたときの送受信アンテナ間

の伝送効率の累積密度関数（CDF:	Cumulative	
Distribution	Function）を示す．図から，無制御
時（黒線）の特性と比較すると，提案法により推定
されたチャネル情報に基づき最適負荷制御した場合
（緑線），伝送効率を約 9.2	dB（中央値比）改善で
きた．更に，実測したチャネル情報に基づき最適負

＊　 ただし，各RIS素子に接続される可変負荷は同一である
と仮定し，可変負荷で設定可能な反射係数は事前の測定
により既知であるとする．また，RISと電力センサ間の相
互結合も既知とし，校正済みとする．RISと電力センサ間
の相互結合を推定する手法については文献(26）を参照さ
れたい．
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図25　 RIS の負荷位相変化時に電力センサで観測される
RSSの応答波形と提案チャネル推定法の仕組み
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図26　提案チャネル推定法の実証実験の様子
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荷制御した場合（赤線）の特性と比較しても，その
差は僅か約 1.8	dB（中央値比）と，理想値に匹敵
する伝送効率を達成可能であることが実証された．

 4  問題「有力なアプリケーションの欠如」に対する解

３．では，メタサーフェスの最大の特徴である簡
素なハードウェア構成を維持しつつ，所望点での電
磁界強度を改善可能とする手法について紹介した．
また前述のラボテストでも実証されたように，数
mオーダの範囲においてはメタサーフェスによる
電波強度向上効果を享受できると言え，屋内無線通
信への応用が期待できる．

図 5のメタサーフェス技術マップが示すように，
現状のメタサーフェスの研究開発は移動体通信への
応用を想定したものが大部分を占める．しかし，受
信端末の位置情報なしに，基地局・端末間のチャネ
ル（または方向）をオンラインで推定しながら，モ
バイル通信距離に相当する数百mの範囲を，メタ
サーフェスを用いて可変的にカバーする，といった
実証実験は，筆者らの調査の範囲ではまだ報告され
ていない．
これには大きく二つの理由がある．第 1に，長

距離・広範囲にわたって高いチャネル利得を実現す
るに当たり，十分に大きなメタサーフェスの開口を
確保することが困難なためである．そして第 2に，
メタサーフェスを介する二重の伝搬路損が乗ぜられ
た基地局・端末間のチャネルを高精度に推定するに
当たり，十分に大きな SN比を確保することが困難
なためである．換言すれば，現実的にメタサーフェ
スで確保できるカバレージは，上記二つの物理的限
界により制限されてしまっているのである．事実，
本稿冒頭で紹介した文献	（2）	の指摘のとおり，メタ
サーフェスの費用対効果について言及した研究開発
報告もまだなく，モバイル通信におけるメタサー
フェスの実運用可能性については依然オープンな問
題のままである．
その一方で，メタサーフェスのもう一つの特徴で

ある電波伝搬制御性を活用したアプリケーションと
して，OTA（Over	The	Air）試験への応用が注目
されている．OTA試験とは，名前のとおり，空間
中に電波を送信し，空間中の電波を受信すること
で，所定の電波伝搬環境下における試験対象の無線
機（DUT:	Device	Under	the	Test）の性能を実測・
評価するものである．特にOTA試験は，パッケー
ジ化され有線接続試験が困難な無線機や，テスト用
のアダプタ・ケーブル自体が測定自体に大きく影響
するようなミリ波・テラヘルツ波帯の無線機に対
し，それらの無線性能を実運用条件に近い形で包括
的に評価する上で有効である．
それではこのOTA試験において，メタサーフェ

スがどのように応用されるのだろうか？	以下では，
メタサーフェスをOTA試験に応用した二つの事例
（図 5）を紹介し，その応用可能性について議論す
る．

４.１　RISを用いた無線空間再現技術
一つ目の事例は，OTA試験において任意の伝搬

環境を再現するためのチャネルエミュレータとして
RIS を活用したものである．

最適制御時
（推定チャネル規範）
最適制御時
（実測チャネル規範）

無制御時

9.2 dB
改善

伝送効率 [dB]

累
積
分
布
関
数

図28　RISを用いた伝送効率特性のCDF
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図27　 各受信アンテナ -RIS 間のチャネル推定精度の位置
特性

（a）に示す濃赤色で強調されたテキストは , 推定精度の劣化箇所
の主要因を示している .

（b）提案チャネル推定法規範

（a） 位置情報規範
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従来のOTA試験では，チャネルエミュレータと
して，以下に示す三つのアプローチが広く用いられ
てきた．第 1に，電波暗室内にDUTを包囲するよ
うにプローブのアンテナを配置し，任意の方向から
到来する電波を再現するものである	（29）．第 2 に，
電波暗室内でDUTの三次元指向性を事前に測定し，
これを既存のチャネルモデルにロードし，ポスト処
理により任意の伝搬環境を模擬するものである	（30）．
しかし，前者ではプローブ系統ごとにRFフロント
エンド及び RF ケーブルを必要とし，後者ではプ
ローブを三次元的に走査するアーク型のポジショナ
（またはDUTを回転するロテータ）等を必要とし，
OTA試験系が複雑化するという課題がある．第 3
に，シールドルーム内に電波を機械的に撹拌させる
スターラを設置した，いわゆるリバブレーション
チャンバを用いるものである	（31）．これにより，所
定の統計的分布を有するマルチパス環境を再現でき
るものの，ある任意の伝搬路特性と同一の特性を厳
密に再現することは難しい．
そこでOTA試験における上記の問題を解決する

手法として，RIS を用いた無線空間再現技術	（32）が
提案されている（図 29）．本技術では，UE（User	
Equipment）を包囲するように複数の RIS を設置
し，これにより送信アンテナから発せられた電波の
反射特性を変化させる．このようにして，受信アン
テナに入射する電波の到来方向と強度を制御するこ
とで，受信アンテナから見て，任意の電波伝搬環境
が再現されるのである．また従来のチャネルエミュ
レータと比較し，RIS 自体に RF測定機器を接続す
る必要がなく，RIS や DUTの位置を機械的に走査
する必要もないため，OTA試験系を容易に構成す

ることが可能となる．
更にOTA試験の性質上，RIS・プローブ・DUT

の固定的な位置関係から，その間のチャネルを決定
論的に見積もることができる．また RIS にテスト
ポートを設け，一時的に測定器を接続し，事前に
チャネルを測定することも許容できる．したがっ
て，RIS 運用上の最大の障壁であったチャネル推定
が，OTA試験では問題とならず，RIS の電波伝搬
制御性を最大限に活用できるようになる．
文献	（33）	では，電波暗室内に設置された複数個

のRIS を用い，27	GHz 帯の 5G準拠信号の電波伝
搬特性を再現した実験結果が報告されている（図
30）．実験では，図 31（左）に示される再現対象
環境内の六つの位置における電波伝搬特性が再現さ
れており，図 31（右）に各位置における受信電力
特性が示されている．図から，レイトレーシングシ
ミュレーションにより推定された受信電力（青〇）
と，提案法により再現された実測の受信電力（赤
×）が誤差 2	dB 以下の精度で一致していることが
確認でき，提案法により任意の受信電力特性を再現
可能であることが実証されている．
一方で，信号の増幅ができない受動構成の RIS

図29　RISを用いた無線空間再現技術の概要 （31）　ⒸNTT

RIS

2800 mm

2500 mm

2800 mm 電波暗室

電波吸収体 送信アンテナ

受信アンテナ
＜上⾯図＞

図30　実験イメージ（左）と実験系構成（右） （32）
 　ⒸNTT
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だけでは，制御可能な受信電力のダイナミックレン
ジが限定されてしまうことが指摘されている	（32）．
また文献	（33）	では，電力情報の再現性のみ言及さ
れており，広帯域で動作するマルチアンテナシステ
ムのOTA試験に対し提案技術を応用するに当たっ
ては，周波数ごとの複素信号の再現性を検証するこ
とが求められる．

４.２　RISを用いた電子ファントム
二つ目の事例は，レーダOTA試験への応用であ

る．近年，レーダを用いたヒトセンシング技術の研
究開発が推進されている	（34）．一方で，ヒトセンシ
ング用のレーダ性能を評価するには被験者を対象と
した臨床試験が必要となるが，ヒトの生体活動の非
再現性のため，レーダシステムを公平にベンチマー
クテストすることが本質的に困難である．
一般に生体電磁環境研究では，被験者の代わりに

ヒトの幾何的特徴や電気的特性を模擬した人体ファ
ントムが用いられるが	（35），ヒトの動的な特徴まで
模擬できるものは数少ない．例えば，胴体の周期運
動を機械的に模擬するファントムが報告されている
が	（36），ヒトのあらゆる運動を忠実に再現すること
は困難である．これに対し，ターゲットで反射した
レーダ信号に発現するドップラー偏移を電子的に再
現可能なエミュレータが提案されている	（37）．この
エミュレータは，レーダが発した信号を受信・復調
し，ターゲットのドップラー偏移を再現した変調信
号を再送信するというものである．しかし，エミュ
レータに信号の送受信・変復調のためのRFフロン
トエンドが必要となり，システムが高コスト・高消
費電力化し，導入・運用のハードルが高い．
そこで筆者は，RIS を用いた電子ファントム

（RePH:	RIS-based	Electronic	PHantom）のコン
セプトを提案している	（38）（図 32）．RePHではまず

事前に，ターゲット存在時に観測した実レーダ信号
とターゲット情報とのデータセットを記憶する．そ
して，RIS とMIMOレーダ間のチャネル情報に基
づき，前述のターゲット存在時の実レーダ信号と
RIS により再構成されるレーダ信号が一致するよ
う，RIS の可変負荷を最適化する．そして上記制御
の結果，RIS により再構成された信号をレーダで観
測すると，レーダは現実空間にターゲットが実在す
るかのように認識し，RIS が仮想的なファントムと
して機能するのである．前述の電子エミュレータと
の決定的な違いは，RePHでは信号の能動的な送受
信をすることなく，受動構成の RIS だけを用いた
簡素なハードウェアで任意のレーダ信号を再構成可
能という点にある．特に RePHの開口面積及び素
子間隔（つまり開口効率）は，ターゲットのレーダ
断面積に関係し，これらのパラメータにより再構成
可能なレーダ信号強度の上限が決定づけられる．更
に，RePHでは多数の空間的自由度（つまりアレー
素子）を用いることで，複雑な形状のターゲットに
対応するレーダ信号，またMIMOレーダで送受信

図31　再現対象環境（左）と無線空間再現技術により再現された位置ごとの受信電力特性（右） （32）　ⒸNTT

図 32　 RIS を用いた電子ファントム（RePH）のコンセ
プト
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される多数のレーダ信号を再構成することを可能と
している．
このように RePHを用いることで，一度記憶し

たターゲットのレーダ信号を，何度でも忠実かつ正
確に再現でき，レーダ信号に含まれる百人百様のヒ
トの特徴を一つの RePH だけで再現できるため，
ヒトセンシング用のレーダOTA試験系を超低コス
トに構築可能となる．
図 33 に，RePH を用いたモノスタティック

MIMOレーダ信号の再構成実証実験の様子を示す．
実験周波数は，2.4	GHz 帯（CW）とし，MIMO
レーダには 2素子パッチアレーアンテナ，RePHに
は 2×5 方形パッチアレーアンテナを用いた．実験
ではまず，図 33（a）のとおり，レーダ前方距離
0.5	m に直径・高さ共に 20	cm 金属円筒のター
ゲットを設置し，ターゲットの方位角を 0～90° の
範囲で変化させたときのレーダ信号を測定し記憶す
る．そして，図 33（b）のとおり，レーダ前方距
離 0.25	m に設置した RePH の最適負荷制御によ
り，前述のターゲット存在時の実レーダ信号を再構
成した．

図 34は，ターゲット方位角を変化させたときに，
MIMOレーダで観測される信号の軌跡を複素座標
平面に示したものである．まず実レーダ信号の軌跡
（黒実線）が，幾何光学近似により解析的に求めら
れた信号の軌跡（灰実線）とおおむね一致し，測定
結果の妥当性が確認できる．そして，RePHによる
再構成信号の軌跡（緑点線）に着目すると，実信号
とほぼ一致しており，MIMOレーダ信号を高精度
に再構成できていることが分かる．
更に，MIMOレーダ信号に基づくターゲットの

方向推定結果を図 35 に示す．ターゲット（白丸）
の中心位置は，距離 0.5	m，方位角 30° とし，実
信号及び再構成信号それぞれに基づきターゲット方
向を推定した．なお，方向推定にはMUSIC 法を用
いた	（39）．図中，実信号規範の推定方向を桃実線で
示しており，レーダから見たターゲットの中心方向
を正確に推定できている．そして再構成信号規範の
推定方向を緑点線で示しており，前述の実信号規範
の推定結果と同じくターゲット方向を指しているこ
とが分かる．結果として，RePHはレーダ前方に位
置しながらも，ターゲットが実在していた位置に仮

図33　RePHを用いたMIMOレーダ信号の再現実験

（a）ターゲット設置時 （b）RePH設置時

(b) #1-#2間(a) #1-#1間 (c) #2-#2間

実信号 再構成信号 方位角0度 方位角90度幾何光学近似

実部 実部 実部

虚
部

虚
部

虚
部

図34　ターゲット方位角を変化させたときのMIMOレーダ実信号（黒実線）と再構成信号（緑点線）の軌跡

 （a）#1-#1 間 （b）#1-#2 間 （c）#2-#2 間
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想的なファントムを忠実に再現することに成功し，
RePHのコンセプトを実証することができた．
今後，RePHの実用化に向け，運動するターゲッ

トの時変動レーダ信号の再構成可能性，ミリ波帯・
広帯域レーダへの拡張可能性について検証が求めら
れる．

 5 結論と展望
本論文では，メタサーフェスの実運用化に立ちは

だかる「チャネル推定の困難性」及び「有力なアプ
リケーションの欠如」の二つの課題それぞれに関
し，アンテナ・伝搬研究者の視点から現実的な解を
提案した．
前者については，メタサーフェスの最大の利点で

あるハードウェアの簡素性を最低限維持しつつ，所
望点での電磁界強度を改善可能な手法について，異
なる三つのアプローチを提案し，それらの有効性を
示した．後者については，メタサーフェスの電波伝
搬制御性に着目し，RIS を用いた無線空間再現技術
及び RIS を用いた電子ファントム RePHの二つの
技術を紹介し，OTA試験の簡易化を目的とした用
途への応用可能性について議論した．
一方で，近年，複雑な伝搬環境下の電波の振舞い

をAI や機械学習を活用し予測するといった研究開
発が盛んに行われている．仮に，オンサイトでの電
波の観測が不要となるような，従来の電波伝搬の常
識を覆すチャネル推定技術が確立されれば，メタ
サーフェス実用化のブレークスルーとなることは間
違いない．
また，SWIPT（simultaneous	wireless	in	for	ma-

tion	and	power	transfer） や ISAC（integrated	

sensing	and	communication）のように，無線通
信信号を用い，同時に電力伝送やセンシングを行う
といった多機能的な電波の使い方が求められるアプ
リケーションが台頭し，より高度な電波伝搬制御が
要求されるようになると予想する．この点におい
て，空間中に放射された後の電波の伝搬特性を自在
に制御可能なメタサーフェスの機能は魅力的であ
り，今後もメタサーフェスを必要とする新たな無線
アプリケーションが創出されていくものと考える．
メタサーフェスの実運用については，既存の無線

技術と比較し，費用対効果を明らかにすることが重
要であり，ほかの無線技術との共用可能性を含め，
産学官が連携して検討していく必要がある．またメ
タサーフェスの実装（特にミリ波帯）の観点では，
既存のRF電子部品だけでなく，コスト・機能性を
両立する新たなデバイス開発（液晶やMEMS，更
にはNEMS）が必要不可欠である．
先人の言葉を借りれば，メタサーフェスはまさし

く「アンテナ」・「伝搬」・「システム」が三位一体と
なった無線技術であり，本稿ではそのメタサーフェ
ス技術の基礎から最新研究までをアンテナ・伝搬研
究者のうがった見方で総括した．筆者らとしては，
本稿が当該分野の初学者にとっては包括的な知識の
取得，そして専門家にとっては発展的な研究開発へ
ひらめきの一助になれば幸いである．将来的な展望
として，メタサーフェス技術がアンテナ・伝搬分野
の領域を超え，異分野技術と融合した学際的研究開
発へとつながり，その実用・応用可能性が追求され
ていくことを期待する．
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図35　 MIMOレーダ実信号（桃実線）と再構成信号（緑
点線）に基づくターゲットの方向推定結果
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